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第１章 計画の背景                                    

 

第1章 計画の背景 

 

 

1.1 計画策定の趣旨 

 

本市の下水道は、汚水の収集・処理、雨水の排除など、社会的なニーズに応じて機能の充実を

図りながら、分流式※として計画的に整備が行われ、汚水の整備率はほぼ 100％になりました。 

今後は、施設の老朽化に加え局地的な豪雨に対応する浸水対策や人口減少による使用料の減少

などの対応が必要となり、下水道を取り巻く状況は厳しくなることが見込まれます。 

こうした状況のなか、下水道経営を将来にわたり健全に維持していくためには、今後見込まれ

る大規模な施設の改築※・更新※に備え、下水道施設の効率的な維持管理と将来的な費用の平準化

などに計画的に取り組むとともに、人口減少による下水道使用料の減少も想定し、経営基盤の強

化と財政マネジメントの向上を図る必要があります。 

今回改定した西東京市下水道プラン（以下、「下水道プラン」という。）は、このような課題を

踏まえたうえで、過年度の実績を検証するとともに、新たにストックマネジメント計画※の考え

方を盛り込むなどにより、これまでの下水道プランを全面的に見直しました。 

また、地方公営企業法※の財務規定などを適用し、公営企業会計※に移行したことに併せて、総

務省の要請に応じ、将来にわたり安定的に事業を継続していく中長期的な経営の基本計画である

「経営戦略」も策定し、今後の下水道事業経営のさらなる健全化を目指します。 

下水道プランは、計画期間を短期計画、中期計画、長期計画に分けて定めています。短期計画

は令和３年度から令和７年度までの５年間、中期計画は令和８年度から令和 12 年度までの５年

間、長期計画は令和 13年度から令和 32年度までの 20年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 計画の背景 
第１章 

 

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30 R31 R32
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050

⻑期計画（20年間）
令和13〜32年度

計

画

期

間

短期計画（５年間）
令和３〜７年度

中期計画（５年間）
令和８〜12年度

【これまで】 

国土交通省は、平成 17 年に長期の下水道事業の方向性を示した「下水道ビジョン 2100」

を策定し、平成 19 年には中期の施策ごとの整備目標などを示した「下水道中期ビジョン」を

とりまとめました。また、関東地方整備局と１都８県４政令指定都市においては、平成 21年

に「関東甲信地方下水道中期ビジョン」を、東京都においては、平成 22年に「東京都下水道

事業 経営計画 2010」を策定しています。 

これを受けて本市では、平成 23 年３月に「西東京市公共下水道プラン」を策定し、平成 28

年３月には、短期計画の終了により数値などの見直しを行い改定しています。 

図 1-1 西東京市下水道プラン・計画期間の位置付け 
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                                  第１章 計画の背景  

 

1.2 計画の位置付けと見直し 

 

下水道プランは、「西東京市第２次総合計画（後期基本計画）」にまちづくりの方向として示さ

れている『安全で快適に暮らすまちづくり』のもと、国や東京都の計画に基づき、近年の社会情

勢の変化を踏まえて、今後の本市下水道事業の基本的な方針や施策の方向を総合的にまとめたも

のです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道プランでは、「健全経営」による事業の継続性を検討するため、ＰＤＣＡサイクル※に基づ

き、概ね５年ごとに各種施策の実施状況や効果を分析・評価し、必要に応じて事業内容や経営戦

略の見直しを行います。さらに、各種施策の実施状況や取組による効果に加え、社会情勢や市民

ニーズの変化などにも対応するため、概ね 10 年ごとに下水道プランの見直しを実施します。 

 

 

 

※東京都の下水道計画として「経営計画 2016」がありますが、計画期間が令和２年度までであり、令和２
年度末時点で新たな計画は公表されていないため、ここでは東京都の下水道計画は記載していません。 

図 1-2 西東京市下水道プランの位置付け 

Plan
下水道プランの

策定

Do
施策の実施

Check
施策・経営の

評価

Action
計画の見直し

下水道プラン
PDCA

サイクル

図 1-3 西東京市下水道プランにおけるＰＤＣＡサイクルの考え方 
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第１章 計画の背景                                    

 

1.3 西東京市公共下水道の歩み 

 

本市の下水道事業計画※は、平成 13 年１月に旧田無市と旧保谷市が合併したことにより平成

17 年３月に荒川右岸東京流域下水道※の流域関連公共下水道※である西東京市公共下水道事業と

して両市の計画を合わせて変更を行い、全体計画※面積を汚水、雨水ともに 1,585 ヘクタールと

定めています。 

本市の下水道事業の主な経緯を以下に示します。 

 

表 1-1 本市下水道事業計画の経緯表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、本市の汚水は、荒川右岸流域下水道清瀬水再生センター※で処理されています。 

年　月 旧　田　無　市 旧　保　谷　市

昭和49年１月 当初下水道法※認可
汚水・雨水とも約 283.87ha

昭和50年11月
当初下水道法認可
汚水約 233ha、雨水約 48ha

昭和53年２月
汚水区域拡大　約 541.13ha
雨水　変更無し

昭和56年12月
汚水区域拡大　約 516ha
雨水　変更無し

昭和58年４月 公共下水道供用開始

昭和59年４月 公共下水道供用開始

昭和60年１月
汚水区域拡大　約 877ha
雨水　変更無し

昭和61年２月
汚水区域拡大　約 689ha
雨水　変更無し

平成10年２月
都市計画区域の面積変更に伴い変更
汚水約 680ha、雨水約 48ha

平成10年10月
都市計画区域の面積変更に伴い変更
汚水約 905ha、雨水約 299ha

年　月

平成17年３月

平成19年12月

平成23年12月

西東京市

都市計画区域の面積変更に伴い、面積及び処理分区、排水区※界並びに主要な
下水道管きょの範囲を変更
汚水約 1,585ha、雨水約 332ha

雨水区域拡大
汚水約 1,585ha、雨水約 370ha

雨水区域拡大
汚水約 1,585ha、雨水約 470ha
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第２章 下水道の現状と課題                               

 
第2章 下水道の現状と課題 

 

2.1 下水道水洗化率（汚水） 

 

本市の下水道事業は、旧保谷市が昭和 49 年１月に、旧田無市が昭和 50 年 11 月に事業

着手し、平成 13 年１月の合併により西東京市公共下水道となり現在に至っています。 

汚水の面的整備は、平成５年度に概ね完了しています。 

令和元年度末時点で公共下水道を使用している人口は 20万人を超え、行政人口の 97.4％

が相当します。一方で公共下水道を利用していないくみ取り及び浄化槽を利用する人口の

割合は、2.6％となっています。 

 

 

 

 
 
 
  

図 2-1 公共下水道を使用している人口割合（令和元年度末時点） 

 下水道の現状と課題 
第２章 
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                              第２章 下水道の現状と課題 

図 2-2 荒川右岸東京流域下水道関連西東京市公共下水道計画一般図（汚水） 

 

 

 

●水洗化率 100％の達成 

下水道は、一人一人の住民にとって必要不可欠な社会資本であり、健康で快適な生活環

境を享受することに加え、広域的な水環境保全の観点からも、できるだけ早く水洗化率※

を 100％とすることが課題です。また、下水道事業は流入する汚水を処理する対価として

使用料を徴収するものであることから、当該流入水量を確保するという観点からも、下水

道への接続を促す必要があります。 

さらに、渇水対策や環境負荷の低減などの観点から、全国的に節水傾向であり、企業な

どの大口使用者の汚水量は減少すると考えられます。また、現在、市の行政人口は増加し

ていますが、将来的には人口減少に転じることが懸念されます。このような点から今後の

汚水量の動向に留意する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の課題 
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第２章 下水道の現状と課題                               

2.2 下水道施設のストック 

 

本市では建設当初から順調に下水道管きょの整備を進め、最盛期の昭和 61 年度には年

間約 30 キロメートルもの整備が行われました。その結果、平成５年度に整備を概ね完了し

ています。近年における下水道管きょの整備は、都市計画道路※の築造や民間の開発事業

に伴うもので、毎年１キロメートルから５キロメートルが整備されています。これまでに

整備してきた下水道管きょは、令和元年度末時点で汚水管きょ約 395 キロメートル、雨水

管きょ約９キロメートルで下水道管きょの総延長は約 404 キロメートルに上っています。

将来的には、老朽化が進むことから、下水道管きょの大幅な改築・更新が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 ●計画的な改築・更新の実施 

国の調査によると、下水道管きょの老朽化などに起因した道路陥没が増加傾向にあり、

平成 30 年度の発生件数は、約 3,100 箇所で、布設後 30 年を経過すると陥没箇所数が急

増する傾向にあります。 

下水道管きょの老朽化を放置すれば、その排水機能の停止や下水道管きょの破損によ

る道路陥没などが発生し、日常生活や社会経済活動に影響を及ぼすおそれが増大するこ

とから、下水道管きょの老朽化による道路陥没の未然防止策が求められます。一般的に

下水道管きょの耐用年数※は 50 年といわれ、その後は改築・更新が必要となります。 

本市では昭和 48 年度から平成４年度にかけて、集中的に下水道管きょの整備を進め

ました。そして集中的に整備した下水道管きょの布設から 50 年後に当たる、令和６年

度から令和 23 年度に改築・更新時期のピークを迎えます。 

図 2-3 年度別下水道管きょ整備延長  

今後の課題 

資料：市下水道課 
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                              第２章 下水道の現状と課題 

今後は膨大な施設の状況を客観的に把握・評価し、中長期的な施設の状態を予測しな

がら下水道施設を計画的かつ効率的に管理するストックマネジメント計画に基づいて、

下水道施設の点検・調査及び改築・更新を行います。ストックマネジメント計画では、

投資可能額を勘案した現実的な改築・更新計画を策定し事業費を平準化します。平準化

とは一般的に量や質のバラツキを均一化することを指します。そのためには、施設の劣

化度合いや重要度に応じた優先順位を定めるとともに、点検・調査費や改築・更新事業

シナリオによる事業費を算出して改築スケジュールを立案する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-4 全国の下水道管きょの年度別管理延長（H30 末現在） 

図 2-5 年度別下水道管きょ整備延長と改築・更新計画の関係 

出典：下水道の維持管理（国土交通省） 

（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/

crd_sewerage_tk_000135.html） 
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第２章 下水道の現状と課題                               

●下水道管きょ台帳を活用した施設情報の管理 

本市の下水道の機能を継続的に確保し、道路陥没などによる社会的影響を回避するた

めにも、施設を適正に維持・管理していくことが求められます。 

下水道管きょの維持管理は、これまでは不具合が生じてから対応する発生対応型が中

心となっていますが、これでは、いったん事故が発生すると市民生活や社会活動に支障

が出るだけでなく、環境へのリスク、長期的なコスト面からも好ましくありません。こ

のため、今後は予防保全を前提とした計画的な維持管理に転換する必要があります。 

こうした予防保全型維持管理※を行うためには下水道管きょ台帳※などの下水道管き

ょ情報の整備が必要であり、本市においては、既に汚水管きょ及び雨水管きょともに電

子化し情報を管理しています。今後、既設下水道管きょに対して行う点検・調査などの

維持管理情報を十分に管理し、システムに蓄積していく必要があります。 

 

  

図 2-6 下水道管きょ台帳表示例 

資料：市下水道課 
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                              第２章 下水道の現状と課題 

2.3 地震対策 

 

近年、平成 23 年に東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）、平成 28 年に熊本地震、平成

30 年には北海道胆振東部地震など各地で地震が頻発し、また、南海トラフ地震、首都直下

地震など大規模な地震発生の危険性が切迫するなど、いつ、どこで地震が発生してもおか

しくない状況にあります。 

地震被害は、発生する季節、時刻、気象

条件が大きく影響します。東京都では、本

市において大きな被害を及ぼすとされる

多摩直下地震マグニチュード 7.3、冬の夕

方 18 時、風速８ｍ／秒の条件により被害

想定を行い、その結果、市内では震度６弱

から震度６強が想定される地域があり、

表 2-1 に示すようなライフライン※の被害が想定されています。 

下水道においては大規模な地震によって、マンホールの突出や路面異常など、埋戻し土

の液状化※に起因する被害が多く発生し、これらの被害は交通障害を引き起こすとともに

救援活動やその後の災害復旧活動に支障をきたします。 

こうした中、本市では、平成 17 年度に市内に布設されている「重要な幹線等」に該当す

る下水道管きょの耐震診断※を行いました。診断によりこれら幹線などに関しては、耐震

設計の基本項目である下水道管きょ及び下水道管きょ継手部の耐震性能が確保されてい

るとの結果が得られました。また、平成 25 年度に「西東京市下水道総合地震対策計画」を

策定し、平成 27 年度から平成 28 年度に液状化の可能性がある区域における重要な幹線等

や軌道下・河川下に埋設されている下水道管きょの耐震診断を実施しました。地震対策工

事としては、平成 26 年度に防災拠点・避難地などからの排水を受ける下水道管きょのう

ち、陶管の布設替えを実施し、平成 30 年度にはマンホールの浮上防止対策工事や下水道管

きょの耐震化※工事が完了しました。これにより、防災拠点・避難地からの排水を受ける下

水道管きょ、軌道下・河川下の下水道管きょの流下機能の確保、液状化想定区域内にある

重要な幹線等の確保及び交通機能の確保を図りました。 

直下型地震などの大規模な災害が発生し、下水道管きょが被災した際、被災した自治体

単独での対応が困難な場合に備えて、多摩地域では自治体の行政区域を越える下水道事業

関係者間の支援体制である「多摩地域の下水道事業における災害時支援に関するルール」

（以下、「多摩ルール」という。）を締結しています。また、民間事業者とも災害時復旧支

援に関する協定を締結しています。 

本市では多摩ルールなどを踏まえ、災害時に備えてＢＣＰとよばれる業務継続計画を策

定しています。ＢＣＰとは、人、モノ、情報、ライフラインなどの資源などが相当程度の

制約を受けた場合を想定して、下水道機能の継続と早期回復を図るための計画です。 

多摩地域では多摩ルールに基づく情報連絡訓練を毎年 10 月に実施し、災害時において

適切な対応ができるように努めています。  

表 2-1 多摩直下地震によるライフラインの被害想定 

ライフライン 被害概要 

電力（停電率） 5.8％ 

通信（不通率） 1.6％ 

ガス（供給停止率） 0.0％ 

上水道（断水率） 43.2％ 

下水道 

（下水道管きょ被害率※） 
24.8％ 

資料：西東京市地域防災計画（平成 31 年） 
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図 2-7 「重要な幹線等」の位置図 

資料：西東京市公共下水道総合地震対策計画策定業務 報告書（平成 26 年３月）

※ 
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表 2-2 「重要な幹線等」一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※①～⑩の重要な幹線等の合計は重複している路線あり 

 

 

 

 

 

 

●被災時の被害低減に向けた取組の促進 

下水道管きょは、布設から 30 年以上経過しているものも多くあることから、今後はスト

ックマネジメント計画の改築・更新に合わせて、耐震化を進めていく必要があります。 

また、災害時における下水道機能の継続と早期回復を図るため、下水道ＢＣＰに基づき

平時から災害に備える必要があります。 

 

 

  

今後の課題 

資料：西東京市公共下水道総合地震対策計画策定業務 報告書（平成 26 年３月）

合計（ｍ） 割合（％）

① 6,292 1.66

② 64,232 16.93

③ 350 0.09

④ 214 0.06

⑤ 避難広場 14,663 3.87

⑥ 広域避難場所 1,437 0.38

⑦ 避難施設 9,375 2.47

⑧ 一時滞在施設 2,416 0.64

⑨ 要援護者施設 3,028 0.80

⑩ 幹線管きょ 20,256 5.34

97,844 25.79

379,383

項目

防災拠点など

避難地ルート

重要な幹線等　総延長（重複なし）

市内下水道管による総延長

緊急輸送道路

軌道横断

河川横断

12
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図 2-8 石神井川の水質（ＢＯＤ）の推移 

出典：公共用水域※水質測定結果について（東京都環境局） 

（https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/water/tokyo_bay/measurements/

measurements/index.html） 

2.4 公共用水域の水質改善 

 

本市には、北に白子川、中央部に新川（白子川支流）、南部に石神井川が流れています。 

石神井川は、昭和 50 年代以前はそれまでの急激な都市化に伴う家庭雑排水により悪臭

の漂う河川となっていましたが、公共下水道の整備により水質が改善されています。 

石神井川におけるＢＯＤ※値の水質環境基準※は平成 28 年度までは５ミリグラムパーリ

ットル以下であり、平成 29 年度以降は３ミリグラムパーリットル以下です。近年の水質検

査では環境基準が概ね達成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在の石神井川 

(弥生橋付近) 

昭和 35 年当時の石神井川 

（現都営田無南町四丁目アパート付近） 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（年度）

緑橋（区市境） 台橋 豊石橋（石神井川口） BOD水質環境基準(mg/L)

水質環境基準
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●公共用水域の保全 

下水道の役割としては、公衆衛生の向上、公共用水域の水質保全に向けた取組などが求

められています。 

このため、下水道への接続をさらに促進し、生活排水などの公共用水域への放流をなく

すことや、事業場などの排水の監視、水質検査の指導及び浄化槽の点検・指導などを東京

都と連携して強化していく必要があります。 

 

 

 

 

石神井川の親水化と周辺のみどりを活かした

景観形成 （東伏見小学校下流） 
白子川（暗きょ）（下保谷付近） 

今後の課題 
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2.5 雨水事業 

 

2.5.1 雨水排水計画の現状 

本市の雨水排水計画は、市内を流れる一級河川である石神井川流域と白子川流域に分け、

地形、河川の右岸・左岸並びに河川への接続位置などを検討して 23 排水区に分割されてい

ます。排水区域面積は、石神井川流域は 917 ヘクタール、白子川流域は 668 ヘクタールで

あり、合計で 1,585 ヘクタールです。 

事業認可を受けている石神井川流域、白子川流域は近年の局地的な豪雨などを見据えて、

早急な浸水対策が求められているため、雨水幹線の整備を進めています。また、雨水幹線

の放流先である石神井川と白子川は、東京都が護岸や調節池の整備を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 荒川右岸東京流域下水道関連西東京市公共下水道計画一般図（雨水） 
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2.5.2 浸水被害の状況 

市内においては、これまで河川沿いの低地や窪地で、排水不良による浸水被害が繰り返

されてきましたが、近年は河川整備や雨水対策工事などにより減少しています。 

しかし、白子川流域では浸水被害が未だ多く、特に白子川や新川沿いで床上・床下浸水

が報告されており、これらの区域における浸水被害は排水路の流下能力不足が原因と考え

られています。 

また、石神井川流域では道路冠水被害が報告されており、窪地地形による排水不良や既

設雨水管きょの流下能力不足などが原因として考えられます。 
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図 2-10 令和元年 12 月時点の西東京市浸水ハザードマップ※（西東京市浸水予想区域図） 

資料：市危機管理課 
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出典：「白子川流域豪雨対策計画（改定）」（東京都総合治水対策協議会※） 

（http://www.tokyo-sougou-chisui.jp/river/shirakogawa_R1.pdf） 

出典：「石神井川流域豪雨対策計画（改定）」（東京都総合治水対策協議会） 

（http://www.tokyo-sougou-chisui.jp/river/syakujiigawa_H30.pdf） 

2.5.3 貯留浸透施設整備状況 

東京都では、東京都豪雨対策基本方針※（改定）（平成 26年６月）に基づいて、雨水の流

出を抑制するため以下の流出抑制対策を定めています。 

 

表 2-3 【白子川流域】白子川流域豪雨対策計画（令和元年 11 月） 

施設 単位対策量 

公共施設・公園（1.0ha 以上） 950 ㎥／ha 以上の対策 

公共施設・公園（1.0ha 未満） 500 ㎥／ha 以上の対策 

公共施設（車道）  290 ㎥／ha 以上の対策 

公共施設（歩道）  200 ㎥／ha 以上の対策 

大規模民間施設（1.0ha 以上） 950 ㎥／ha 以上の対策 

大規模民間施設（500 ㎡以上） 500 ㎥／ha 以上の対策 

大規模民間施設（500 ㎡未満） 300 ㎥／ha 以上の対策 

 

 

 

表 2-4 【石神井川流域】石神井川流域豪雨対策計画（平成 30 年３月） 

施設 単位対策量 

公共施設（建物） 600 ㎥／ha 以上の対策 

公共施設（車道） 290 ㎥／ha 以上の対策 

公共施設（歩道）  200 ㎥／ha 以上の対策 

公共施設（公園） 600 ㎥／ha 以上の対策 

大規模民間施設（500 ㎡以上） 600 ㎥／ha 以上の対策 

大規模民間施設（500 ㎡未満） 300 ㎥／ha 以上の対策 

 

 

 

このような状況から、本市では、「西東京市人にやさしいまちづくり条例」に基づいて各

種開発行為に対して雨水流出抑制の指導を行うとともに、個人住宅に対しても雨水浸透施

設※設置の助成を行っています。また、浸水対策事業として、雨水貯留浸透施設※の整備も

行っています。 

表 2-5 にこれまでの雨水貯留浸透施設の整備状況を示します。 
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表 2-5 年度別雨水貯留浸透施設の整備状況 

 
資料：市下水道課 

 

 

 

 

●流域対策の促進 

石神井川の河川整備は、現況で１時間 30 ミリメートル程度の降雨に対する整備が完了

しており、現在、１時間 50 ミリメートル程度の降雨に対応できるように改修が進められて

いますが、すべてが改修されるまでにはかなりの年月が必要となります。 

また、市内を流れる白子川については未改修の状況となっています。 

一方、下水道の整備目標は１時間 50 ミリメートルの降雨に対応できる計画とされてお

り、市内の浸水被害の軽減に向け計画的に整備していますが、東京都豪雨対策アクション

プラン（令和２年１月）を踏まえ、市民や企業と協力し、流域対策を実施していく必要があり

ます。 

 

●白子川流域の雨水流出先の整備 

白子川流域の雨水流出先となる白子川一号幹線は、白子川流域豪雨対策計画の中に示さ

れ、東京都下水道局により雨水のみを排水する幹線として計画に位置付けられています。

今後、本市では白子川流域の浸水対策のために、白子川一号幹線に接続する白子川上流六

号雨水幹線の整備を早期に進めていく必要があります。 

  

Ｈ27までの
累計

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 合計

浸透トレンチ（ｍ） 88,974                 1,750          4,650          3,980          1,755          101,109       

浸透ます（箇所） 11,199                 638             835             632             478             13,782         

道路浸透ます（箇所） 2,084                   9                2                -                -                2,095          

浸透Ｕ型（ｍ） 3,901                   -                154             11              -                4,066          

浸透池（㎡） 635                     2                -                -                -                637             

浸透井（箇所） 2,014                   57              90              82              84              2,327          

貯留池（㎥） 2,749                   -                -                -                -                2,749          

貯留槽（㎥） 3,915                   4,854          620             270             -                9,659          

浸
透

貯
留

種　別

今後の課題 
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●流出抑制施設の整備 

都市化の著しい河川流域などにおいては、開発

の進行に伴い建物が密集します。道路の舗装が進

むことにより、これまで流域が有していた保水、

遊水機能が低下し、地表面に降った雨が河川・下

水道などへ流出する時間が短縮され、ピーク流出

量が増加します。以前と同じ降雨量・降雨時間で

あっても浸水被害が起こるなど、治水安全度※が

低下してきています。 

このようなことから、流域内の浸水常襲地区な

どの被害低減に向けて、個人住宅への雨水浸透施

設設置費用助成事業を推進しつつ、宅地開発や公

共施設の建て替えなどに際し、雨水貯留浸透施設

の設置を促進しています。さらに、雨水幹線の先

行的な整備により流出先の整備が完了するまで

は、貯留施設としての有効利用などの施策を講じ

ることなどが必要となっています。 

 

●公・民の役割分担 

近年の社会状況の変化を踏まえ、「公」「民」の役割分担の明確化や強化、地域の共助に

係る体制の再構築など、地域の防災力や避難行動力の強化が必要となっています。 

都市部では降雨から浸水被害が発生するまでの時間が非常に短いという特徴がありま

す。そのため、豪雨時には公共の避難場所へ直ちに避難するだけではなく、建物の上階へ

一時的に緊急避難するよう周知と啓発を図る必要があります。 

このように浸水対策に当たっては、公・民の役割分担を明確にするとともに、市民と目

標を共有しながら、自助、共助、公助が連携して対策を推進していく必要があります。 

 

 

図 2-11 雨水流出抑制型下水道の事例 

（浸透ますと浸透トレンチ） 
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2.6 経営状況 

 

本市の下水道事業においては、汚水の面整備は平成５年度に概ね完了し、整備率はほぼ

100％となっています。 

これからは、施設の老朽化が進むため、維持管理費用や改築・更新費用の増加が見込ま

れ、その財源の確保が課題となっています。 

また、将来予想される人口減少や企業などの大口使用者の汚水量削減による下水道使用

料収入の減少などが見込まれ、下水道事業の経営環境は年々厳しさを増しています。 

このような状況から、重要な公共インフラである下水道サービスを継続的に提供するた

めには、安定した下水道経営の実現が不可欠であり、そのためには、長期的な経営という

観点を持つことが必要となります。 

また、下水道施設の維持管理及び改築・更新を速やかに実施するための組織体制を維持

することが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜会計方式の違い＞ 

本市の下水道事業は、平成 31 年４月に地方公営企業法を適用し、公営企業会計を採

用しています。平成 30 年度までの従来の会計方式との違いから、令和元年度は次のよ

うに金額の捉え方が異なります。 

 

●使用料収入や維持管理費について 

平成 30 年度までは税込みで現金による収入及び支出額の表示となりますが、令和

元年度は税抜きで、収入については調定額となります。 

●資本費について 

対象経費が平成 30 年度までは［企業債※利息＋企業債元金（元金）］でしたが、令

和元年度は［企業債利息＋減価償却費※（長期前受金※戻入を除く）］になります。 

 

なお、地方公営企業法を適用する前年度の平成 30 年度は、打切決算※を行っている

ため、他の年度に比べて金額が小さくなっています。 
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2.6.1 維持管理費 

令和元年度における維持管理費は、約 12 億円となっています。 

維持管理費のうち、６割程度を流域下水道維持管理負担金が占めており、令和元年度は

約７億 7,000 万円となっています。 

維持管理費については、これまで、施設の効率化などのコスト縮減策に取り組んできま

したが、ストックマネジメント事業に着手したこともあり、増加していくことが懸念され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6.2 資本費 

令和元年度における資本費は、約６億 3,000 万円となっています。 

企業債（市債）の償還が進んでいることもあり、資本費は年々減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 維持管理費の推移 

図 2-13 資本費の推移 

2,346 
2,131 

1,810 1,815 
1,496 1,430 1,266 

1,049 
803 635 

0
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1,000
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2,000
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（百万円）

（年度）

資本費資本費

※R1は公営企業会計の採用により、対象経費に減価償却費(長期前受金戻入を除く)を見込んでいます。
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※H30は打切決算のため金額が小さくなっており、R1は公営企業会計の採用のため税抜表示となっています。
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2.6.3 建設事業費 

令和元年度における建設事業費は、約３億 5,000 万円となっています。 

下水道建設費は、汚水整備がほぼ完了したため、大幅に整備を進めていた時期と比較する

とその規模は小さくなっています。 

ただし、平成 25 年度や平成 26 年度については、汚水幹線や雨水幹線の整備を行ったた

め、10 億円を超える規模となっています。 

また、流域下水道建設負担金※については、変動が大きく、ここ 10 か年では約 2,000 万

円から約１億 2,000 万円の範囲で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 建設事業費の推移 
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2.6.4 企業債残高の推移 

本市では、下水道の整備に係る財源として、企業債を活用していますが、汚水整備を進

めていた時期と比較するとその規模は小さくなっており、令和元年度の企業債の起債※額

は、約３億 3,000 万円となっています。 

企業債の償還額については、汚水整備を進めていた時期に起債した企業債の償還が進ん

でいることから減少しており、令和元年度は約６億 3,000 万円と、平成 22 年度の３割程

度まで減少しています。 

起債額が償還額に対してかなり少なくなっていることから、企業債残高は減少しており、

令和元年度末で約 66 億 9,000 万円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-15 企業債の推移（起債額・償還額・残高） 
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2.6.5 一般会計繰入金の推移 

下水道事業においては、使用料とともに一般会計※からの繰入金が管理運営のための大

きな財源となっています。 

国は下水道事業において、一般会計が負担する経費の基準（繰出基準※）を定めており、

それに基づき様々な経費に対する一般会計からの繰り入れを認めています。 

また、使用料収入が不足した場合の補填としての一般会計繰入金※については、基準外

繰入金※と位置付けられています。 

企業債の償還額が減少していることもあり、基準内繰入金※、基準外繰入金ともに一般

会計繰入金の額は減少しており、令和元年度には約１億 3,000 万円と、平成 22 年度に比

べると大きく減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-16 一般会計繰入金の推移 
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2.6.6 下水道使用料について 

現行の使用料体系は平成 23 年 10 月に改定されたものであり、１か月 20 立方メートル

を使用した場合の使用料については、本市は 1,612 円と、多摩地区の 26 市における平均

（1,659 円）に比べると低くなっています。 

下水道使用料収入と有収水量※の動向については、ともに近年は横ばいとなっており、

令和元年度の使用料収入は約 20 億 2,000 万円となっています。 

 

表 2-6 西東京市 下水道使用料体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚水の種別 排出量 料率 

一般汚水 8 ㎥以下 410 円 

8 ㎥を超え 20 ㎥以下 1 ㎥につき 88 円 

20 ㎥を超え 30 ㎥以下 1 ㎥につき 126 円 

30 ㎥を超え 50 ㎥以下 1 ㎥につき 157 円 

51 ㎥を超え 100 ㎥以下 1 ㎥につき 189 円 

100 ㎥を超え 200 ㎥以下 1 ㎥につき 239 円 

200 ㎥を超え 500 ㎥以下 1 ㎥につき 283 円 

500 ㎥を超え 1,000 ㎥以下 1 ㎥につき 306 円 

1,000 ㎥を超える分 1 ㎥につき 328 円 

浴場汚水 1 ㎥につき 19 円 

図 2-17 多摩地区 26 市の下水道使用料(１か月あたり 20 立方メートル) 

（各市のホームページより・令和２年 11 月調べ） 
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【20㎥/月における下水道使用料 単位：円】

【

自
治
体
名

】
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2.6.7 汚水処理費と使用料の推移 

汚水処理費は、原則として下水道使用料で回収することになっていますが、本市では、

近年まで汚水処理費を下水道使用料で賄うことができず、一般会計からの繰入金で補填す

る状況となっていました。 

しかしながら、近年は資本費が大幅に減少したため、平成 30 年度には、汚水処理費を下

水道使用料で賄うことが可能となりました。 

汚水処理費に対する下水道使用料の割合を示す経費回収率※は、令和元年度には 118.2％

になりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-18 使用料収入と有収水量の推移 

図 2-19 汚水処理費と使用料収入の推移 
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※H30は打切決算のため金額が小さくなっており、R1は公営企業会計の採用のため税抜表示
となっています。
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示となり、資本費の対象経費に減価償却費(長期前受金戻入を除く)を見込んでいます。
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2.6.8 経営指標の比較分析 

下水道の整備・普及に伴い、下水道施設のストックは膨大な量に達しています。快適な

水環境を創出し浸水のない安全・安心なまちを実現するため、これら施設を適正に管理

し、その機能を十分に発揮させていかなければなりません。同時に適正な管理の前提と

して健全な経営、事業の透明性・公平性・効率性を持って運営していくことが重要となっ

ています。 

ここでは、経営指標を用いて、本市下水道事業の経営状況を定量的に把握するとともに、

近年の動向や東京多摩地区の類似団体との比較などを行うことにより、評価を行います。 

 

 

 

 

＜評価に用いる経営指標＞ 

●有収率 

使用料徴収の対象となる有収水量の、汚水処理水量に対する比率。（値が高いほど効

率的です。） 

 

●使用料単価 

有収水量１立方メートル当たりの使用料収入。（値が高いほど料金水準が高い。） 

 

●汚水処理原価(維持管理費) 

有収水量１立方メートル当たりの汚水処理に要した費用のうち維持管理費分。（値が低

いほど効率的です。） 

 

●汚水処理原価(資本費) 

有収水量１立方メートル当たりの汚水処理に要した費用のうち資本費分。（値が低いほど

効率的です。） 

 

●経費回収率 

汚水処理に要した費用に対する下水道使用料による回収率。（値が高いほど健全経営

で、望ましい。） 

 

■類似団体について 

総務省の決算統計を参考に、下水道事業を人口規模と人口密度で区分しました。 

西東京市は以下に該当し、東京多摩 26 市では６市が該当します。 

Ａ：処理区域※内人口 10 万人以上 

ａ：処理区域内人口密度 100 人/ha 以上 

＜東京多摩地区の該当自治体＞ 

武蔵野市、三鷹市、調布市、小金井市、国分寺市、西東京市 
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（１）本市下水道事業の経営指標の推移 

近年の本市の経営指標の推移は下表のとおりです。 

 

表 2-7 経営指標の検証（西東京市下水道事業の近年の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）類似団体との比較 

令和元年度における経営指標について、類似団体との比較の結果は以下のとおりです。 

 

表 2-8 経営指標の検証（多摩地区の類似団体６市との比較） 

 

 

 

 

 

  

（令和元年度） 

項目 単位 H27 H28 H29 H30 R1 西東京市の動向 望ましい動向

有収率 ％ 87.6 88.6 86.8 91.6 90.2

使用料単価 円/㎥ 105.6 105.3 104.9 96.3 102.2
経費回収率等に

より評価

汚水処理原価
（維持管理費）

円/㎥ 65.0 68.2 68.5 57.1 56.9

汚水処理原価
（資本費）

円/㎥ 69.5 60.2 48.8 35.9 29.6

経費回収率 ％ 78.5 82.0 89.4 103.5 118.2
100％を上回って

いるのが適正

最小 平均 最大

有収率 ％ 80.0 92.7 100.3 90.2 ▲

使用料単価 円/㎥ 69.3 86.9 105.3 102.2 ▲

汚水処理原価
（維持管理費）

円/㎥ 50.3 58.0 69.7 56.9 ▲

汚水処理原価
（資本費）

円/㎥ 2.9 17.1 36.7 29.6 ▲

経費回収率 ％ 95.0 117.0 141.2 118.2 ▲

項目 単位
類似団体(東京多摩６市）

西東京市 高位 低位平均
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2.6.9 業務体制について 

本市の下水道事業は、都市基盤部下水道課が担当しており、業務係、工務係、施設管理係

の３つの係が設けられています。各係の事務分掌は下表のとおりです。 

 

表 2-9 西東京市下水道関連部署・事務分掌 

部署名 職務 

業務係 

(１) 下水道事業会計に関すること。 

(２) 下水道事業受益者負担金※に関すること。 

(３) 下水道使用料に関すること。 

(４) 下水道事業債に関すること。 

(５) 水洗便所改造資金の助成に関すること。 

(６) 水洗便所の普及及び促進に関すること。 

(７) 荒川右岸流域下水道に関すること。 

(８) 上水道に係る関係機関との連絡調整に関すること。 

(９) 課内の庶務に関すること。  

工務係 

(１) 下水道施設（雨水管等を含む。）の設計、施工及び監督に関すること。 

(２) 河川及び水路の設計、施工及び監督に関すること。 

(３) 下水道事業の認可及び補助金の申請等に関すること。 

(４) 雨水浸透施設補助に関すること。 

(５) 下水道施設の指導に関すること。 

(６) 下水道事業（雨水に関することを含む。）の計画及び調査に関すること。 

(７) 河川及び水路の計画及び調査に関すること。 

(８) 総合治水対策※及びいっ水対策に関すること。 

施設管理係 

(１) 下水道施設（雨水管等を含む。）の台帳等の管理に関すること。 

(２) 下水道施設（雨水管等を含む。）の維持管理に関すること。 

(３) 河川及び水路の維持管理（占用の許可を含む。）に関すること。 

(４) 特定施設及び除害施設に関すること。 

(５) 排水設備※に関すること。 

(６) 指定下水道工事店の指定及び指導に関すること。 

(７) 排水設備工事技術者に関すること。 

(８) 無届排水の監視及び指導に関すること。 

(９) 公共ますの設置に関すること。 

(10) 下水道施設への放流許可に関すること。 

(11) 事業場等排水の監視及び水質検査の指導に関すること。 
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本市の公共下水道事業の職員数（一般会計が負担する職員数を除く）については、令和元年度

時点で 10人となっており、平成 22年度に比べて１人減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●安定した財源の確保 

近年、本市下水道事業では、汚水管きょの施設整備が概ね完了し、建設投資の規模が縮小した

ことが主要因となり、企業債償還金※などの支出が減少しています。これにより、企業債残高や

一般会計繰入金が減少し、経費回収率は年々向上し、100％を超えています。 

しかし、今後は下水道施設の老朽化対策の推進、人口減少などの要因から、本市下水道事業で

も厳しい財政状況が見込まれることから、安定した財源を確保し、下水道事業の運営を持続して

いくための取組が必要です。 

 

●適正な下水道使用料の設定 

近年の経費回収率は 100％を超えていますが、今後は支出の増加だけでなく、人口減少や少子

高齢化に伴い、使用料収入の減少が見込まれます。このため、安定した財源の確保として、下水

道使用料の見直しが必要になると予想されます。 

今後は、将来の支出の動向や、人口動向を考慮した下水道使用料の適正な水準を継続して検討

していく必要があります。 

 

●安定した業務執行体制の確保 

今後は下水道施設の改築・更新が本格化するため、現状の体制では下水道事業の安定した執行

が難しくなることが予想されます。 

そのため、適正な職員数を確保し、下水道事業を遅滞なく実施するための業務執行体制を構築

することが必要となります。 

図 2-20 西東京市下水道事業 職員数の推移 

今後の課題 
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第3章 ｓ基本理念及び基本方針の設定 

 

 

3.1 基本理念 

 

本市の下水道は、市民の快適な暮らしを守るために汚水処理の普及などの施設整備を中心に事

業を進めてきましたが、これまでに整備した下水道施設の老朽化に対応した施設の継続的機能管

理など、将来にわたり施設の機能を維持・向上させていくことが不可欠であるとともに、近年多

発する大雨などによる浸水被害に対応した雨水整備の拡充も必要となっています。 

このため、引き続き雨水などの施設整備を進めるとともに、施設の一貫した適正な管理＜維持

管理・改築＞と、それを担保するための経営基盤強化＜管理・経営の重視＞が重要となっていま

す。 

一方、西東京市第２次基本構想では、わたしたちの望み（基本理念）を『やさしさとふれあい

の西東京に暮らし、まちを楽しむ』とし、西東京市第２次環境基本計画後期計画では、『自然と

のふれあいを皆で大切に育む すごしやすい安全なまち 西東京』を環境の将来像としています。

さらに、西東京市都市計画マスタープランでは、まちの将来都市像を『豊かなみどりに包まれた、

安全でやすらぎの感じられる住宅都市～にしとうきょう～』とし、また、西東京市地域防災計画

では、「自助」「共助」「公助」を実現し、自然災害の予防、応急対策及び復旧・復興対策を実施

することにより、市民の生命、身体及び財産を保護することを目的としており、その実現を目指

しています。 

これらを踏まえ、下水道に求められる、「安全・安心」、「暮らし」、「環境」といった役割を担

いながら、「健全経営」により事業の継続性を図るため、これまでの本市の下水道事業の基本理

念を踏襲し、次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基本理念及び基本方針の設定 
第３章 
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3.2 基本方針 

 

本下水道プランでは、下水道の基本理念である“未来へつなぐ、安全な暮らしと快適な水環

境を創生する下水道”を踏まえ、「施設再生による持続性の確保」、「安全・安心で快適な暮らし

の実現」、「良好な環境の保全」、「健全な下水道経営」を基本方針とします。 

また、基本方針実現のための具体的手段として、第２章で整理した事業の実施状況及び課題を

考慮し、８つの主要な施策を進めていきます。 
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第４章 施設整備及び維持管理における今後の施策                      

 

予防保全型維持管理により安定的なサービスを提供します。 

第4章 施設整備及び維持管理における今後の施策 

 

 

4.1 施設再生による持続性の確保 

 

4.1.1 維持管理 

【①目標】 

 

 

 

市内に布設されている下水道管きょの総延長は約 404 キロメートル（汚水管きょ約 395 キロメ

ートル、雨水管きょ約９キロメートル）と膨大であり、これらの下水道管きょが適正に管理され

ない場合、排水機能の停止や下水道管きょの破損による道路陥没の発生など、日常生活や社会活

動に重大な影響を及ぼす事故などが生じます。 

一方、下水道施設の維持管理・改築への投資が増大することにより下水道経営に甚大な影響を

及ぼす可能性も想定されます。 

下水道は、人々の日常生活や社会経済活動を根底から支える、都市の基本的な社会基盤の一つ

です。適正な維持管理により施設機能を十分に発揮することで、初めて役割を果たすものである

ことから、これまでに整備した膨大な下水道施設を適正に管理し、市民へ安定的なサービスを提

供することが重要です。 

 

   

●予防保全型の維持管理 

本市では定期的に下水道管きょ内の清掃を行い、下水道管きょ内の状態を点検・調査していま

す。これらの点検・調査結果を基に行う効果的な修繕※などにより、持続的な施設機能維持を図

ります。 

また、下水道施設の建設・管理・修繕・改築を一体的にとらえ、安定的な機能確保を図るため、

ストックマネジメント計画に基づいた予防保全型の維持管理に取り組んでいきます。 

 

  

 施設整備及び維持管理における今後の施策 
第４章 

◆  施 策 の 展 開  ◆ 

図 4-1 維持管理情報等を起点としたマネジメントサイクル 

出典：維持管理情報等を起点としたマネジメントサイクル 

確率に向けたガイドライン（管路施設編）（国土交通省） 

（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/ 

001338706.pdf） 
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●下水道管きょ台帳を活用した施設情報の管理 

本市では、汚水管きょ及び雨水管きょの埋設状況や下水道管きょ諸元などの情報に関する電子

化は完了しています。 

今後は、整備された下水道管きょ台帳情報システムに維持管理情報と改築・更新情報などを蓄

積し、下水道管きょ情報を一元管理することにより施設の適正な管理に役立てます。さらに、下

水道管きょ台帳のデータ化により浸水対策の検討や震災時の被災調査における復旧対策の迅速

化を図ります。 

 
●汚水管きょにおける雨天時浸入水対策の推進 
雨天時浸入水対策では、東京都が流域下水道幹線の接続点ごとに実施した流入水量調査結果を

基に、雨天時浸入水量が多い処理分区を抽出しています。今後は、雨天時浸入水量が多いと判断

された区域に対し、流量計により雨天時浸入水流入箇所の絞り込み調査を実施し、テレビカメラ

調査などにより汚水管きょへ流入する浸入水を削減するための効果的な対策を検討し、雨天時浸

入水による下水道施設からのいっ水、宅内への逆流などの被害を低減します。 

 

 

  

図 4-2 雨天時浸入水対策の事例 

出典：長期的対策（国土交通省） 

（https://www.mlit.go.jp/common/001296583.pdf） 
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下水道施設の持続的な機能を確保します。 

4.1.2 改築・更新 

【②目標】 

 

 

 

本市が保有する下水道施設を適正に管理し、老朽化対策を計画的に行います。 

このため、施設の点検・調査、維持管理及び修繕・改築を総合的に捉えた、計画的かつ効率的

なストックマネジメント計画に基づいた管理を実践し、下水道施設の改築・更新の事業量及び事

業費の平準化、ライフサイクルコスト※の最小化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 ストックマネジメントの実施フロー 

出典：下水道事業のストックマネジメント実施に関する 

ガイドライン（国土交通省）を参考に作成 

（https://www.mlit.go.jp/common/001110722.pdf） 
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●計画的な改築・更新の実施 

下水道施設全体を一体的に捉え、日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停

止を未然に防止し、計画的な点検・調査及び修繕・改築を行うことにより持続的な下水道機能の

確保とライフサイクルコストの低減を目的として、汚水管きょに係る「西東京市下水道ストック

マネジメント計画実施方針」を平成 30 年度に策定しました。今後は、雨水管きょ、マンホール

及びマンホールポンプなどを対象としたストックマネジメント計画実施方針を策定するととも

に、計画に基づいた予防保全的な管理を行い、計画的な改築・更新などを実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

下水道ストックマネジメント計画の内容 

下水道ストックマネジメント計画は、下水道施設全体の中長期的な施設の状態を予

測しながら維持管理、改築を一体的に捉えて施設の改築・更新を実施する計画であり、

事業主体ごと、もしくは、事業計画ごとに策定します。 

下水道ストックマネジメント計画には、以下の事項を定めるものとします。 

１ ストックマネジメント実施の基本方針 

２ 施設の管理区分の設定 

３ 改築実施計画（計画期間は５年以内とする。） 

４ ストックマネジメントの導入によるコスト縮減効果 

◆  施 策 の 展 開  ◆ 

図 4-4 ストックマネジメント導入によるライフサイクルコスト低減イメージ 

出典：「下水道事業におけるストックマネジメントの基本的な考え方（案）」（国土交通省） 

（https://www.mlit.go.jp/common/000056589.pdf） 
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図 4-6 下水道管の更生工法※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策前 対策中 対策後 

図 4-5 下水道管の再構築のイメージ 

出典：東京都の下水道 2019（東京都下水道局）を参考に作成 

（https://www.gesui.metro.tokyo.lg.jp/business/pdf/sewerageintokyo2019.pdf） 

出典：下水道管の再構築（東京都下水道局） 

（https://www.gesui.metro.tokyo.lg.jp/business/kanko/newstokyo/234/1/） 

39



                    第４章 施設整備及び維持管理における今後の施策  

 

下水道水洗化率 100％（汚水）を達成し、 

良好な生活環境・水環境を保全します。 

 

4.2 安全・安心で快適な暮らしの実現 

 

4.2.1 下水道水洗化率 100％（汚水） 

【③目標】 

 

 

 

 

 

 

都市づくりを進める中で、下水道による汚水処理の整備は、快適で衛生的な生活環境を作るだ

けでなく、暮らしの中に水環境として潤いややすらぎを創出する重要なものです。 

今後も下水道を有効に利用し生活雑排水が河川へ流れないように、下水道への接続を促進して

いきます。 

 

 

●公共下水道による水洗化促進 

本市では、ほぼ全域で下水道を使用できるようになりましたが、一方で公共下水道を使用して

いないくみ取り及び浄化槽をご使用の方が令和元年度末には約 2.6％となっています。 

そのため、下水道整備の必要性について理解を求め、公共下水道による水洗化を促すため、市

報やホームページなどで周知を図り、水洗化率の向上に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

  

◆  施 策 の 展 開  ◆ 

図 4-7 西東京市の水洗化率の推移 

96.3 96.5 96.7 96.8 96.9 97.0 97.1 97.2 97.3 97.4 97.4

90

92

94

96

98

100

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

（年度）

水洗化率（％）

40



第４章 施設整備及び維持管理における今後の施策                      

 

浸水からまち・人・財産を守り、安全・安心なまちづくりを推進します。 

4.2.2 浸水対策 

【④目標】 

 

 

 

近年、局地的な豪雨や都市化の進展、雨水の浸透や保水能力の減少により、短時間に雨水が流

出し、既存側溝などの雨水排除能力を大きく超える状況が起きています。このため、道路冠水や

浸水被害などが発生し、市民生活を脅かすものとなっています。 

本市の浸水対策としては、今後雨水管きょ整備などの効果的な対策を計画的かつ効率的に実施

していきます。 
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●白子川流域の雨水流出先の整備 

白子川流域の雨水流出先となる白子川一号幹線などの下水道整備の取組については、東京都総

合治水対策協議会において策定された「白子川流域豪雨対策計画」（平成 21 年 11 月）及び「白

子川流域豪雨対策計画（改定）」（令和元年 11 月）に示されています。 

今後は、流出先の関係都区と連携し、白子川上流第二排水区を中心に白子川上流六号雨水幹線

など、雨水管きょの整備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆  施 策 の 展 開  ◆ 

図 4-8 豪雨対策の施策 

出典：東京都豪雨対策基本方針（改定）（東京都） 

（https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/topics/h26/pdf/topi014/04_arikata.pdf） 
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●流出抑制施設の整備 

局地的な豪雨に伴う道路冠水などの市内の浸水地域の軽減を図るため、浸水箇所に応じた雨水

貯留浸透施設の設置や既設雨水管きょの改修工事などの浸水対策事業を推進します。 

また、雨水流出抑制の一環として、宅地開発に対する雨水流出抑制の指導や、個人住宅への雨

水浸透施設設置工事に対する助成事業についても推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

雨水浸透施設等助成事業 

＜対象工事＞ 

市内において敷地面積が 500 平方メートル未満である個人が所有する住宅（雨水タンクの

みを設置する場合は既存の住宅に限る。）及びその住宅に係る土地に対象施設を設置する工

事で、次に掲げる要件に全て該当するものとする。 

（１）西東京人にやさしいまちづくり条例に規定する開発事業に係るものでないこと。 

（２）雨水浸透施設（浸透ます又は浸透トレンチ）を設置する場合は、設置工事の内容が、

西東京市雨水浸透施設設置基準、雨水浸透施設技術指針［案］調査・計画編（社団法人

雨水貯留浸透技術協会編）及び東京都雨水貯留・浸透施設技術指針（平成 21 年２月東

京都総合治水対策協議会発行）に準拠していること。 

（３）対象施設の設置工事は、西東京市下水道条例第８条に規定する指定下水道工事店が行

うものであること。 

（４）過去に助成金又はこれに類する市が交付する助成金を受けていないこと。 

（５）住宅又はその住宅に係る土地が共有の場合は、設置工事について共有者全員の同意を

得ていること。 

（６）対象施設の設置は、雨水浸透施設を優先とし、雨水タンクのみを設置する場合は、雨

水浸透施設が設置できない住宅又はその住宅に係る土地であることを確認できること。 

（７）雨水タンクを設置する場合は、未使用のものを設置すること。 

（西東京市雨水浸透施設等助成事業実施要綱より抜粋） 

 

図 4-9 浸透ます設置状況 図 4-10 雨水浸透施設等助成事業 
パンフレット 

【浸透ます】 

【浸透ます設置完了状況】 
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●ソフト対策の拡充及び自助・共助の促進による総合的な浸水対策 

浸水被害の軽減に当たっては、都市計画、河川、道路及び公園など都市づくりの関係部局と連

携を図り、総合的な対策を推進します。また、前述の施設整備などのハード対策※の着実な推進

に加え、内水ハザードマップの更新・公表や浸水情報の市民への提供などのソフト対策※拡充に

向けた取組を推進します。 

災害から市民の生命及び財産を守ることは行政の最も重要な役割の一つです。個々の市民や企

業が平常時より災害に対し備えを強化し、災害が発生した場合には自分の身を守り、かつ被災時

には行政が市民の避難活動を助けるような情報発信を行うなど、お互いに助け合うことが重要で

す。このため、今後の防災対策においては、市民などと共にそれぞれにふさわしい役割を果たす

ことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 4-11 ソフト対策の拡充、自助・共助の促進による効果の例 

出典：下水道浸水被害軽減総合計画策定マニュアル（案）（国土交通省） 

（https://www.mlit.go.jp/common/001128633.pdf） 
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震災時における市民生活を守るため、 

地震に強い下水道事業運営を目指します。 

4.2.3 地震対策 

【⑤目標】 

 

 

 

 

 

 

下水道施設は、大半が地下に埋設されているため、地震の被害状況を早急に把握しにくい面が

あります。しかし、地震により下水道施設が被災した場合、排水不良による公衆衛生の問題やト

イレの使用が不可能となるなど、市民生活に影響を与えます。また、液状化によるマンホールの

浮上や道路陥没などにより交通障害が発生し、救助活動や社会活動にも影響を与えます。さらに、

下水道施設は他のライフラインと異なり、地震時に同様の機能を代替する手段がないため、地震

対策を推進することが非常に重要です。 

現在、本市に布設されている重要な幹線などについては、西東京市下水道総合地震対策計画に

基づいた地震対策により耐震性能を確保していますが、災害時の市民生活への影響を最小化とす

るため、ＢＣＰの整備などによる減災対策に取り組んでいきます。 

 
 
●下水道管きょの改築・更新と合わせた効率的な耐震化 

地域の防災拠点や避難所などに通じている下水道管きょの重要な幹線などについては、西東京

市下水道総合地震対策計画に基づき、平成 30 年度までに「陶管の布設替」、「下水道管きょと人

孔の接続部の可とう化」及び「人孔浮上防止対策」などの地震対策を完了しました。今後は、残

りの下水道管きょに対し、老朽化対策である改築・更新と耐震化を合わせて実施することで、効

率的に耐震化を進めていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

◆  施 策 の 展 開  ◆ 

図 4-12 下水道管きょと人孔の接続部の可とう化 

出典：震災対策（東京都下水道局） 

（https://www.gesui.metro.tokyo.lg.jp/business/kanko/n

ewstokyo/236/1/index.html） 
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下水道ＢＣＰ（ＢＣＰ（Business Continuity Plan）：業務継続計画） 

人、モノ、情報、ライフラインなどの資源などが相当程度の制約を受けた場合を想定し

て、下水道機能の継続と早期回復を図るための計画です。確実に優先実施業務を行うため

に必要な対応手順（行動内容）を時系列で具体的に示した非常時対応計画、「対応の目標時

間」または「現状で可能な対応時間」を早めるための事前対応計画、訓練・維持改善計画

などから構成されます。 

 
時間軸

業
務
量
・対
応
力
レ
ベ
ル

発災

計画の導入前（業務量）
計画の導入前（対応力）
計画の導入後（業務量・対応力）

注記：組織によって、発災後の業務量・対応力のレベルは異なる

発災直後の業務量を抑制
（優先実施業務を決定）

早急に対応力を回復

業務継続に必要な
最低レベルの対応力を確保

●実効性の高い業務継続計画（ＢＣＰ）の対応力強化 

過去の大規模地震では、下水道施設の被害状況の調査、施設の復旧に不可欠な人員、モノ（設

備や資機材など）、ライフラインなどに相当の制約が生じています。ＢＣＰは、被災時において

も下水道が果たすべき公衆衛生の確保、浸水防除、公共用水域の水質保全などの機能を速やかに

かつ高いレベルで確保し、事業を中断させない、または、中断しても可能な限り短い期間で事業

を再開するため、業務の遂行に必要な資源などが被害を受けることを前提に検討されるものであ

り、地震時における下水道の減災対策としても大変有効な計画です。発災後の対応力を強化させ、

従来よりも速やかにかつ高いレベルで下水道が果たすべき機能を維持・回復することを目指して

いくように職員の対応力強化を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ＢＣＰ訓練の実施 

下水道施設は、市民生活にとって重要なライフラインであり、災害時にもその機能を維持また

は早期回復を図ることが必要なため、策定した下水道ＢＣＰを効果的に実施するために、訓練計

画に基づき訓練を実施します。 

図 4-13 下水道ＢＣＰの導入に伴う効果イメージ 

出典：下水道ＢＣＰ策定マニュアル 2019 年版（国土交通省） 

（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001342056.pdf） 
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公共用水域の保全に努めます。 

4.3 良好な環境の保全 

 

4.3.1 水環境の保全 

【⑥目標】 

 

 

 

事業場などの排水の監視及び水質検査の指導、浄化槽の点検、指導などを東京都と連携し、公

共用水域の水質を保全します。 

また、下水道事業を通して、雨水浸透施設などを設置し、地中へ雨水を浸透させることにより、

地下水のかん養及び潤いのあるまちづくりを進めることに努めていきます。 
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●排水の水質監視 

事業場などの排水監視及び水質検査を引き続き行うとともに、東京都との共同実施により効率

的な悪質排水の把握に努めていきます。 

 

●雨水浸透施設の整備促進 

雨水浸透施設を設置することにより、地下に浸透する雨水量が増加し、地下水や湧水が豊富と

なり、水循環の確保に寄与することとなります。個別の建築物や宅地における浸透施設について

も、ひとつひとつの効果は小さいものの流域全体にわたってきめ細かく広げていくことにより、

相当の効果が期待されます。 

本市においては、今後も引き続き、行政と市民のパートナーシップのもとに、雨水浸透施設の

整備を促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆  施 策 の 展 開  ◆ 

図 4-14 浸透施設のイメージ 

出典：貯留浸透施設のタイプ（公益社団法人 雨水貯留浸透技術協会） 

（https://arsit.or.jp/technical） 
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第5章 下水道財政の見通し及び下水道経営 

 

 

5.1 下水道財政の見通し 

 

本市においては、増加する行政需要に対応していく財源を生み出すため、職員定員適正

化や施設維持管理の見直しなど、内部管理コストの削減などを進めてきました。また、汚

水中継ポンプ場※として機能していた東町ポンプ場と下保谷ポンプ場を施設の老朽化や維

持管理費の軽減を踏まえ、自然流下※により流域幹線に接続し、ポンプ場を廃止したこと

や、企業債の償還が進んだことにより、汚水処理費は使用料収入で賄える状況になりまし

た。 

しかしながら、今後の下水道施設の改築・更新の推進などにより、事業が継続可能かを

検討する必要があります。 

ここでは、第４章で位置付けた施策を対象に、それぞれの概算事業費を算出し、計画の

施策を展開した場合における短期・中期・長期の下水道財政を見通します。 

  

 下水道財政の見通し及び健全な下水道経営 
第５章 

【主な建設費】 

●計画的な改築・更新の実施 

ストックマネジメント計画に基づき下水道管きょ及びマンホールの改築費用を計上 

●流域改良負担金 

本市負担額を計上 

●都市計画道路築造に伴う汚水管きょの布設替え 

過年度実績を基に平均的な額を計上 

●流域下水道建設負担金 

過年度の負担金実績を基に平均的な額を計上 

●雨水幹線整備 

雨水幹線の整備額を計上 

※雨水幹線以外の雨水施設の整備は、下水道課が担当しており、費用は一般会計で

計上しています。 

 

【主な維持管理費】 

●下水道管きょの台帳整備 

過年度の実績を基に計上 

●下水道管きょの調査 

下水道管きょ内の清掃や点検・調査の費用を継続的に計上 

●流域下水道維持管理負担金 

汚水流入水量の見通しから算出 
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本市では平成 29 年度に「西東京市人口推計調査報告書」を作成しました。これによると、

本市では令和４年度をピークに人口が減少していく予測となっています。今回の下水道財

政の見通しでは「西東京市人口推計調査報告書」に最新の実績を反映させ、将来の行政人口

の予測を行いました。この行政人口の予測結果を基に有収水量を算定し、使用料収入の算定

に反映させています。 

 

表 5-1 行政人口の見通し 

 

 

 

 

 
図 5-1 行政人口の見通し 

 

 

 

 

205,706 205,087
203,017

195,254

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

R3 R8 R13 R18 R23 R28

（年度）

行政人口（人）

短期計画

（R3～R7）
中期計画

（R8～R12）

長期計画

（R13～R32）

R12 R17 R22 R27 R32R7

単位：人

R3 R7 R12 R17 R22 R27 R32

行政人口 205,706 205,087 203,017 200,571 198,740 196,997 195,254
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 収入・支出の見通し 

本市下水道事業の収入・支出の見通しを示します。 

なお、本市下水道事業は平成 31 年４月に地方公営企業法を適用し、公営企業会計を採用

したことから、今回の下水道事業財政の見通しは、公営企業会計によるものとなります。 

これまでの官公庁会計方式では、現金収支に関する経理を行うのみでしたが、公営企業

会計では、管理運営に係る取引（収益的収支）と建設改良費などに係る取引（資本的収支）

に区分して経理することで、当該事業年度の経営成績を正確に把握できます。公営企業会

計では、建物の建設改良のように、支出の効果が数年間にわたって持続するものについて

は、翌年度以降に減価償却費として、収益的支出※に計上されます。また、減価償却費など

の非現金支出に充当される収入は、内部に留保し、資本的支出※に充てられ、補塡財源の余

剰分は翌年度以降に繰り越されます。 

収入・支出の見通しでは、主に以下の項目を計上します。 

 

 

 

 

 

 

 

【収益的収支】：当該事業年度の経営活動に関する収支。（税抜で表記） 

（１）収益的収入※ 

使用料収入、補助金、繰入金（他会計補助金、雨水処理負担金）、長期前受金戻入、 

その他収益 

（２）収益的支出 

維持管理費（管渠費、総係費）、流域下水道維持管理負担金、減価償却費、支払利息、 

その他支出 

 

【資本的収支】：支出の効果が数年度にわたって持続するものとその財源。資本的収支の不足額は、 

補塡財源を充てることができる。（税込で表記） 

（１）資本的収入※ 

補助金、企業債、他会計出資金 

（２）資本的支出 

建設改良費（管路建設改良費、他市への負担金、流域下水道建設負担金、ポンプ施設更新な

ど）、企業債償還金 

 

【補塡財源】：減価償却費などの非現金支出や利益剰余金などが該当する。資本的収支不足額に充てら

れる。 
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＜収益的収支＞  
 

令和３年度から令和 32 年度までの収益的収入総額は約 890 億円となっており、そのう

ち使用料収入は約 596 億円と全体の約 67％を占めます。 

収益的支出総額は約 837億円となっており、そのうち流域下水道維持管理負担金は約 244

億円と全体の約 29％となります。 

令和３年度から令和 32 年度までは、毎年度利益剰余金が発生しています。 

 

表 5-2 収益的収支の見通し 

 
 

 
図 5-2 収益的収支の見通し 

単位：百万円

短期
（R3～R7）

中期
（R8～R12）

長期
（R13～R32）

合計

収益的収入 15,585 15,820 57,581 88,986

使用料収入 10,056 10,035 39,523 59,614

補助金 85 96 377 558

繰入金
（他会計負担金、雨水処理負担金）

480 865 4,739 6,084

長期前受金戻入 4,947 4,804 12,862 22,613

その他収益 16 20 80 116

収益的支出 14,828 14,942 53,928 83,698

維持管理費 2,595 2,322 8,542 13,459

流域下水道維持管理負担金 4,095 4,095 16,216 24,406

減価償却費 7,635 7,871 25,219 40,725

支払利息 443 589 3,691 4,723

その他支出 59 65 260 384

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

（年度）

（百万円）

R3 R7 R12 R17 R22 R32R27

支出
維持管理費

減価償却費

流域下水道維持管理負担金

その他支出支払利息
収入

使用料収入 補助金 繰入金

長期前受金戻入 その他収益
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＜資本的収支＞  
 

令和３年度から令和 32 年度の資本的収入の総額は約 494 億円となり、そのうち企業債

が約 328 億円と全体の約 66％を占めています。次いで補助金が約 155 億円、他会計出資金

は約 10 億円となります。 

資本的支出総額は約 667 億円となり、建設改良費が約 504 億円と全体の約 76％を占めま

す。 

本市下水道事業では令和 32 年度までに約 173 億円の資本的収支不足額が見込まれます

が、不足分については補塡財源を充当します。 

 

表 5-3 資本的収支の見通し 

 

※資本的収支不足額：資本的支出に対する資本的収入の不足額 

 

 

図 5-3 資本的収支の見通し 

単位：百万円

短期
（R3～R7）

中期
（R8～R12）

長期
（R13～R32）

合計

資本的収入 3,916 10,749 34,701 49,366

補助金 198 3,038 12,293 15,529

企業債 3,582 7,540 21,688 32,810

他会計出資金 136 171 720 1,027

資本的支出 6,061 12,865 47,745 66,671

建設改良費 4,022 10,953 35,442 50,417

企業債償還金 2,038 1,912 12,303 16,253

資本的収支不足額 2,145 2,116 13,044 17,305

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

（年度）

（百万円）

R3 R7 R12 R17 R22 R27 R32

支出 建設改良費 企業債償還金他会計出資金企業債補助金収入
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＜建設事業費＞ 

 建設事業費の見通し 

 
 

令和３年度から令和 32 年度までの建設事業費の総額は約 504 億円となり、そのうちの

約 86％にあたる約 433 億円が管路建設改良費です。 

その他に流域下水道建設負担金は、建設事業費の総額のうち約 12％にあたる約 61 億円

となる見通しです。 

また、令和８年度から令和 10 年度にかけて白子川上流第二排水区の雨水幹線を整備予

定であるため、他の年度に比べ事業費が大きくなっています。 

 

表 5-4 建設事業費の見通し 

 
 

 
 

図 5-4 建設費事業費の見通し 

 
 

単位：百万円
短期

（R3～R7）
中期

（R8～R12）
長期

（R13～R32）
合計

管路建設改良費 2,676 9,778 30,802 43,256

汚水 846 5,768 23,072 29,686

雨水 1,830 4,010 7,730 13,570

126 0 0 126

1,085 995 3,980 6,060

ポンプ施設更新 31 15 0 46

汚水 31 5 0 36

雨水 0 10 0 10

104 165 660 929

4,022 10,953 35,442 50,417

他市への負担金（雨水）

流域下水道建設負担金
（汚水）

事務費等

合　　　計
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流域下水道建設負担金（汚水） ポンプ施設更新（汚水）

管路建設改良費（雨水）

ポンプ施設更新（雨水）
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＜建設費の財源＞  
 

令和３年度から令和 32 年度までの建設費約 504 億円の財源は、補助金が約 155 億円で

約 31％、企業債が約 328 億円で約 65％となり、この２項目で約 96％を占めます。 

令和８年度からストックマネジメント計画に基づき改築・更新工事を実施予定であるた

め、補助金と企業債の金額が増大しています。 

表 5-5 建設財源の見通し 

 

 

 
図 5-5 建設財源の見通し 

 

単位：百万円
短期

（R3～R7）
中期

（R8～R12）
長期

（R13～R32）
合計

198 3,038 12,293 15,529

3,582 7,540 21,688 32,810

242 375 1,461 2,078

4,022 10,953 35,442 50,417

補助金

企業債

補塡財源

合　　　計
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 維持管理費の見通し 

令和３年度から令和 32 年度までの維持管理費の総額は約 379 億円となる見込みであり、

そのうち流域下水道維持管理負担金は約 244 億円と約 64％を占めています。 

 

表 5-6 維持管理費の見通し 

 

 
図 5-6 維持管理費の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：百万円
短期

（R3～R7）
中期

（R8～R12）
長期

（R13～R32）
合計

2,595 2,322 8,542 13,459

汚水 2,590 2,317 8,522 13,429

雨水 5 5 20 30

4,095 4,095 16,216 24,406

6,691 6,417 24,758 37,866

維持管理費

流域下水道維持管理負担金（汚水）

合　　計
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 企業債元金償還金の見通し 

令和３年度から令和 32 年度までの企業債元金償還金総額は約 163 億円となる見込みで

す。 

単年度の企業債元金償還金は、令和３年度は約５億円となっており、令和８年度にかけ

て減少しますが、その後増加に転じ、令和 32 年度では約８億円となる見込みです。 

 

表 5-7 企業債元金償還金の見通し 

 

 

図 5-7 企業債元金償還金の見通し 

 

単位：百万円
短期

（R3～R7）
中期

（R8～R12）
長期

（R13～R32）
合　　計

2,038 1,912 12,303 16,253

汚水 1,744 1,423 8,724 11,891

雨水 294 489 3,579 4,362
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 一般会計繰入金の見通し 

企業会計における一般会計繰入金は、収益的収入の基準内繰入金・基準外繰入金及び資

本的収入の基準内繰入金・基準外繰入金に区分されます。対象となる項目を以下に示しま

す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

令和３年度から令和 32 年度の繰入金総額は約 71 億円となる見込みです。 

令和３年度の収益的収入の基準内繰入金は約 9,000 万円となる見込みであり、今後は減

価償却費及び企業債利息の雨水分が増加するため、基準内繰入金の増加が見込まれます。 

令和３年度の資本的収入の基準内繰入金は約 3,000 万円となる見込みであり、今後は概

ね横ばいとなる見込みです。 

基準外繰入金については発生しない見込みです。 

 

表 5-8 一般会計繰入金の見通し 
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＜一般会計繰入金該当項目＞ 

 ①収益的収入 

  基準内繰入金：雨水処理負担金、他会計補助金の公費※負担分 

  基準外繰入金：収益的収支不足分 

 ②資本的収入 

  基準内繰入金：出資金として企業債元金償還金のうち公費負担分に充てた繰入金 

  基準外繰入金：建設事業分、企業債元金償還に充てた繰入金 

図 5-8 一般会計繰入金の見通し 

 

基準内繰入金（収益的） 基準内繰入金（資本的）

単位：百万円

短期
（R3～R7）

中期
（R8～R12）

長期
（R13～R32）

合計

収益的収入 480 865 4,739 6,084

基準内繰入金 480 865 4,739 6,084

基準外繰入金 0 0 0 0

資本的収入 136 171 720 1,027

基準内繰入金 136 171 720 1,027

基準外繰入金 0 0 0 0

616 1,036 5,459 7,111合　　計
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＜経費回収率＞ 

＜企業債残高＞ 

 経営指標について 

 
 

令和３年度の経費回収率は 110％であり、計画期間内での経費回収率は多少の増減はあります

が、概ね横ばい傾向となる見込みです。 

しかし、令和 32 年度以降は減価償却費の増加が見込まれることから、汚水処理費が増加し、

経費回収率の低下が想定されます。 

 

図 5-9 経費回収率の見通し 

 

 

本市の企業債残高は令和３年度末では約 65 億円で、令和５年度にかけて減少することが予想

されます。令和６年度以降は企業債の起債額が増加するのに対して償還額が少ないため、企業債

残高は増加し、令和 32年度では約 229 億円となる見込みです。 

 

図 5-10 企業債残高の見通し 
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                     第５章 下水道財政の見通し及び健全な下水道経営  

 

 今後の下水道経営に向けて 

本市の下水道事業の汚水処理費は、現在使用料収入で賄えています。 

将来の経営状況においても経費回収率は 100％を超える見込みであり、資金面においても資金

不足は発生しませんが、令和 32 年度以降は企業債元金償還金や減価償却費の増加が見込まれる

ことから、経営の負担となることが見込まれます。 

そのため、コスト縮減に努め、健全経営を継続していくことが求められます。 

60



第５章 下水道財政の見通し及び健全な下水道経営                      

 

計画的かつ効率的な事業経営により経営基盤を強化し、 

持続可能な下水道サービスを提供し続けます。 

5.2 健全な下水道経営 

 経営の健全化 

【⑦目標】 

 

 

 

 

 

 

厳しい経営環境のもとで、中長期的な視点に立って各施策を効果的に展開する必要があります。

このため、建設コストの縮減や下水道使用料の適正化などを行い、経費の節減と合理化を図り、

経営効率化に取り組みます。 

 

 

 

●改築・更新費用の平準化 

下水道事業では保有する膨大な施設を将来にわたって安定的に持続させる必要があります。

今後は、施設の改築・更新時期の到来により多額の費用が見込まれます。そのために中長期的

な視点で下水道施設全体の老朽化状況を考慮し、計画的に改築・更新を実施することで投資の

平準化を図ります。 

 

●職員数の適正化 

今後は、下水道施設の老朽化対策に本格的に着手することから、事業を迅速に推進するため

に、適正な職員数の確保に努めます。 

 

●経営指標を用いた事業運営 

今後は、安定した下水道経営を図るために、経費回収率や企業債残高などの各種経営指標を

用いて、下水道事業の経営状況を定量的に把握するとともに、その改善のための施策を検討す

ることにより、下水道経営の健全化に取り組みます。 

◆  施策の展開  ◆ 
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                     第５章 下水道財政の見通し及び健全な下水道経営  

 

積極的に情報開示を行い、市民にわかりやすい 

下水道事業を目指します。 

 姿の見える下水道 

【⑧目標】 

 

 

 

 

 

 

下水道事業の経営の健全化・効率化による経営基盤の強化を図るためには、市民の理解と協力

を得ながら進めることが重要です。市報やホームページなどを通じて、市民にわかりやすい情報

提供を行い、“姿の見える下水道”を目指します。 

 

 

 

●市報、ホームページなどを活用した情報提供の充実 

本市では、市報やホームページを通して、わかりやすい情報を提供し、下水道に対する市民の

理解の向上を図ります。 

 

 

 

◆  施策の展開  ◆ 
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第６章 整備目標                                     

 

第6章 整備目標 

 

 

基本理念である「未来へつなぐ、安全な暮らしと快適な水環境を創生する下水道」のも

と、本市の特性や緊急性、重要性などを踏まえ、かつ市民や関連する機関と連携して、事

業の着実な推進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

安
全

・
安
心
で
快
適
な 

暮
ら
し
の
実
現 

良
好
な
環
境
の
保
全 

施
設
再
生
に
よ
る 

持
続
性
の
確
保 

健
全
な
下
水
道
経
営 

未
来
へ
つ
な
ぐ
、
安
全
な
暮
ら
し
と
快
適
な
水
環
境
を
創
生
す
る
下
水
道 

やさしさとふれあいの西東京に暮らし、 

まちを楽しむ 

西東京市第２次基本構想の基本理念 

豊かなみどりに包まれた、 

安全でやすらぎの感じられる住宅都市 

～にしとうきょう～ 

西東京市都市計画マスタープランの 

将来都市像 

「自然とのふれあいを皆で大切に育む 

すごしやすい安全なまち 西東京」 

西東京市第２次環境基本計画 

後期計画における環境の将来像 

「自助」「共助」「公助」を実現し、自然災害の予防、 

応急対策及び復旧・復興対策を実施することにより、 

市民の生命、身体及び財産を保護すること 

西東京市地域防災計画の目的 

【国土交通省】 

新下水道ビジョン加速戦略 

 整備目標 
第６章 

【基本方針】 
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                                   第６章 整備目標  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西東京市下水道プラン 

下水道水洗化率 100％（汚水）を達成し、

良好な生活環境・水環境を保全します。 
●公共下水道による水洗化促進 

予防保全型維持管理により安定的なサー

ビスを提供します。 

●予防保全型の維持管理 

●下水道管きょ台帳を活用した施設情報の管

理 

●汚水管きょにおける雨天時浸入水対策の推

進 

下水道施設の持続的な機能を確保しま

す。 
●計画的な改築・更新の実施 

●下水道管きょの改築・更新と合わせた効率的

な耐震化 

●実効性の高い業務継続計画（ＢＣＰ）の対応

力強化 

●ＢＣＰ訓練の実施 

震災時における市民生活を守るため、地

震に強い下水道事業運営を目指します。 

●白子川流域の雨水流出先の整備 

●流出抑制施設の整備 

●ソフト対策の拡充及び自助・共助の促進によ

る総合的な浸水対策 

浸水からまち・人・財産を守り、安全・安

心なまちづくりを推進します。 

●排水の水質監視 

●雨水浸透施設の整備促進 公共用水域の保全に努めます。 

計画的かつ効率的な事業経営により経営

基盤を強化し、持続可能な下水道サービ

スを提供し続けます。 

●改築・更新費用の平準化 

●職員数の適正化 

●経営指標を用いた事業運営 

積極的に情報開示を行い、市民にわかり

やすい下水道事業を目指します。 

●市報、ホームページなどを活用した情報提供

の充実 

【主要な施策と目標】 【施策の展開】 

維持管理 

改築・更新 

下水道水洗化率 100％（汚水） 

浸水対策 

地震対策 

水環境の保全 

姿の見える下水道 

経営の健全化 
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第６章 整備目標                                     

 

 

 

これまで整備してきた下水道管きょなどは、今後長期間使用による老朽化が顕在化して

くることとなります。これら老朽化施設に対し予防保全型維持管理を実施するとともに、

施設の老朽化対策を計画的かつ効率的に行い、下水道の有する機能を将来にわたって維

持・向上させるため、ストックマネジメント計画に基づいた総合的かつ計画的な施設管理

を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設再生による持続性の確保 

  東京都下水道局と協力して雨天時浸入水対策の検討を推進します。 

  中・長期計画において、下水道管きょ内清掃及び点検・調査の実施により、異

常箇所の早期発見と効果的な修繕による持続的な機能維持を図ります。 

  中・長期計画において、下水道管きょの点検・調査及び改築・更新結果を下水

道管きょ台帳に整理していきます。 

  中・長期計画において、急増する老朽化施設に対し、計画的かつ効率的な改築・

更新を実施します。 

  点検調査結果及び改築・更新結果を踏まえ、ストックマネジメント計画を定期

的に見直します。 

  ストックマネジメント計画に基づき、下水道管きょの点検・調査を進めます。 

  定期的な下水道管きょ内清掃及び点検・調査の実施により、異常箇所の早期発

見と効果的な修繕による持続的な機能維持を図ります。 

  下水道管きょの点検・調査結果を下水道管きょ台帳に整理できるシステムを構

築します。 

  東京都下水道局と協力して雨天時浸入水対策の検討を推進します。 

  点検・調査結果を基に、今後改築・更新が必要な施設に対する実施設計を行い

ます。 

基本方針 

短期計画（Ｒ３～Ｒ７） 

中期計画（Ｒ８～Ｒ12） 

長期計画（Ｒ13～Ｒ32） 
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                                   第６章 整備目標  

 

 
 

近年、多発している局地的な豪雨や大規模地震などの自然災害から市民の「安全・安心」

な暮らしを守っていくとともに、市民全員が下水道を使用することで快適かつ衛生的な生

活環境と水環境を享受できるよう、引き続き下水道事業に対して理解を求めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  速やかに下水道への接続ができるよう、普及啓発活動などにより接続率の向上

に努めます。 

  浸水対策優先度の高い、白子川上流第二排水区の整備を推進します。 

  市内の浸水解消を図るため、貯留・浸透施設の設置などの浸水対策事業や、浸

透施設設置工事の助成事業などを推進します。 

  非常時に備え、ＢＣＰ訓練を実施します。 

安全・安心で快適な暮らしの実現 基本方針 

  中・長期計画において、公共下水道への切替に理解を求める普及啓発活動など

により接続率の向上に努めます。 

  中・長期計画において、白子川上流第二排水区の整備を推進します。 

  中・長期計画において、市内の浸水解消を図るため、貯留・浸透施設の設置な

どの浸水対策事業や、浸透施設設置工事の助成事業などを推進します。 

  中・長期計画において、下水道管きょの老朽化対策である改築・更新工事と合

わせて効率的な耐震化を推進します。 

  中・長期計画において、非常時に備えたＢＣＰ訓練の実施とＢＣＰの見直しを

図ります。 

  長期計画において、白子川上流第一排水区の整備を推進します。 

短期計画（Ｒ３～Ｒ７） 

中期計画（Ｒ８～Ｒ12） 

長期計画（Ｒ13～Ｒ32） 
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第６章 整備目標                                     

 

 

 

事業場などの排水監視及び水質検査を行うとともに、雨水の貯留・浸透を推進し、地下

水のかん養及び潤いのあるまちづくりを進めることに努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

良好な環境の保全 

  東京都下水道局と協力し、効率的な事業場排水の監視により、悪質排水の確実

な把握に努めます。 

  行政と住民のパートナーシップのもとに、雨水の浸透施設の整備を促進しま

す。 

  中・長期計画において、東京都下水道局と協力し、効率的な事業場排水の監視

により、悪質排水の確実な把握とともに、定期的な水質検査の実施や、生活排

水に関する啓発活動を行い、良好な水環境の保全に努めます。 

  中・長期計画において、行政と住民のパートナーシップのもとに、雨水の浸透

施設の整備を促進します。 

基本方針 

短期計画（Ｒ３～Ｒ７） 

中期計画（Ｒ８～Ｒ12） 

長期計画（Ｒ13～Ｒ32） 
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                                   第６章 整備目標  

 

 

 

厳しい経営環境のもと、建設・維持管理コストの縮減や下水道使用料の適正化などにより

経費の節減と合理化を図り、健全で効率的な事業経営に取り組みます。 

また、事業や経営に関する説明責任を果たし、市民の理解と協力の下に経営基盤の強化を

図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全な下水道経営 

  改築・更新事業を迅速に実施するため、組織体制の強化に努めます。 

  経営指標による経営分析を行い、現状を的確に把握し、課題の解決に繋げる手

法を採用します。 

  市報やホームページなどにより、下水道の役割や、それを支える市民の役割や

義務などを積極的に広報していきます。 

  中・長期計画において、ストックマネジメント計画に基づく改築・更新事業を

実施し、事業費の平準化に努めます。 

  中・長期計画において、改築・更新事業を迅速に実施するため、組織体制の強

化に努めます。 

  中・長期計画において、経営指標による経営分析を行い、現状を的確に把握し、

課題の解決に繋げる手法を採用します。 

  中・長期計画において、事業の透明性の確保と市民の理解の向上に向け、積極

的な広報活動を継続していきます。 

基本方針 

短期計画（Ｒ３～Ｒ７） 

中期計画（Ｒ８～Ｒ12） 

長期計画（Ｒ13～Ｒ32） 
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第７章 総合計画                                     

 

第7章 総合計画 

 

 

各施策について、短期、中期、長期の視点から見た位置付けを以下にまとめて示します。 

 

 
  

 総合計画 
第７章 

（税込）

（5,236百万円） （5,043百万円） （19,116百万円）

（558百万円） （5,516百万円） （22,053百万円）

－ － －

（1,976百万円） （4,010百万円） （7,730百万円）

－ － －

●改築・更新工事に合わせた
　下水道管きょの耐震化
●ＢＣＰ訓練の実施

短期計画
（Ｒ３～Ｒ７）

中期計画
（Ｒ８～Ｒ12）

長期計画
（Ｒ13～Ｒ32）

●下水道管きょの点検・調査
●マンホール蓋の点検
●雨天時浸入水対策推進

●下水道管きょの点検・調査
●マンホール蓋の点検
●雨天時浸入水対策推進

●公共下水道への接続促進 ●公共下水道への接続促進 ●公共下水道への接続促進

●白子川上流第二排水区の
　整備

●白子川上流第一・第二排水
　区の整備

●下水道管きょの点検・調査
●マンホール蓋の点検

●計画的な改築・更新の実施

⑤
●ＢＣＰ訓練の実施

●改築・更新工事に合わせた
　下水道管きょの耐震化
●ＢＣＰ訓練の実施

③

④

地 震 対 策

維 持 管 理

主要な施策

改 築 ・ 更 新

下 水 道
水 洗 化 率
1 0 0 ％

●白子川上流第二排水区の
　整備

①

●改築・更新の設計 ●計画的な改築・更新の実施
②

浸 水 対 策
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                                    第７章 総合計画  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）（ ）内は、「5.1 下水道財政の見通し」で想定した概算事業費を示します。 

 

 

 

 

（税込）

（7百万円） （7百万円） （29百万円）

－ － －

（3百万円） （3百万円） （10百万円）

⑧
●情報提供の充実 ●情報提供の充実 ●情報提供の充実

⑦
●職員数の適正化
●経営指標を用いた事業運営

●改築・更新費用の平準化
●職員数の適正化
●経営指標を用いた事業運営

●改築・更新費用の平準化
●職員数の適正化
●経営指標を用いた事業運営

経 営 の
健 全 化

姿 の 見 え る
下 水 道

短期計画
（Ｒ３～Ｒ７）

中期計画
（Ｒ８～Ｒ12）

長期計画
（Ｒ13～Ｒ32）

⑥
●排水の水質監視
●雨水浸透設備の整備

●排水の水質監視
●雨水浸透設備の整備

●排水の水質監視
●雨水浸透設備の整備水 環 境

の 保 全

主要な施策

70



第８章 経営戦略                                     

 

第8章 総合計画 

 

 

総務省は、人口減少や公共インフラの更新需要の増大などの厳しい環境を踏まえ、下水

道事業をはじめとする公営企業の経営状況の改善を推進するため、公営企業が将来にわた

り安定的な事業の継続を目的とした、中長期的な基本計画である「経営戦略」の策定を地

方公共団体に要請しています。 

これを視野に入れ、本市下水道事業においても、計画期間を 10 年間とし、「西東京市公

共下水道事業経営戦略」を総務省が公表している「経営戦略ひな形様式」に則り策定し、

公表するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年３月 「公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会」 

●公営企業の経営の在り方についての検討 

平成 26 年８月 「公営企業の経営に当たっての留意事項」 

●公営企業会計の導入、経営戦略の策定について取り組むことの必要性 

平成 28 年１月 「『経営戦略』の策定推進について」 

●「経営戦略策定ガイドライン」、取組事例、ひな形様式 

平成 31 年３月 「『経営戦略』の策定・改定の更なる推進について」 

●「経営戦略策定・改定ガイドライン」、「経営戦略策定・改定マニュアル」 

【経営戦略に求められる記載事項】 
①事業概要︓事業の現況、経営⽐較分析表を活⽤した現状分析など 
②将来の事業環境︓⼈⼝・⽔量予測、使⽤料・施設・組織の⾒通し 
③経営の基本⽅針︓経営理念、経営⽅針 
④投資・財政計画︓収⽀計画、取組事項（⺠間活⼒の活⽤（PPP/PFI）、広域化・共

同化・最適化など）、今後の投資・財政・経費についての考え⽅や検討状況 
⑤経営戦略の事後検証、更新等に関する事項︓進捗管理や⾒直し 

 経営戦略 
第８章 

図 8-1 経営戦略の策定に関する国の動き及び経営戦略に求められる記載事項 

71



                                   第８章 経営戦略  

 

今回策定する「西東京市公共下水道事業経営戦略」は、「下水道プラン」と同様に、本市

下水道事業の基本方針や施策についてとりまとめたもので、同じ経営方針のもと、その内

容については整合性が求められます。 

このため、「西東京市公共下水道事業経営戦略」に記述されている内容については、「下

水道プラン」の内容に基づいて作成しています。 

 

 

「西東京市公共下水道事業経営戦略」で

の記述されている項目 

「下水道プラン」で記述されている項目 

１．事業概要 
1.3 西東京市公共下水道の歩み 

2.6 経営状況 

２．将来の事業環境 
2.2 下水道施設のストック 

5.1 下水道財政の見通し 

３．経営の基本方針 
3.1 基本理念 

3.2 基本方針 

４．投資・財政計画 5.1 下水道財政の見通し 

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する

事項 

5.1 下水道財政の見通し 

5.2 健全な下水道経営 
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用語の説明 

 
【ア】 
 

一般会計 

いわゆる市の会計といえばこの会計を意味します。国民健康保険特別会計や下水道事業

会計などの特別会計以外の、市民サービスの大半を取り扱う、もっとも身近な会計です。 

一般会計繰入金 

建設、維持管理などの下水道事業会計に対して、市の一般会計から繰入れられる資金です。 

雨水浸透施設 

浸透ますなど雨水を地下に浸透させる施設です。 

雨水貯留浸透施設 

雨水を一時的に貯めたり地下に浸透させる施設です。下水道や河川への雨水流出量を抑

制する機能があります。 

打切決算 

地方公営企業法を適用する事業が、適用日の前日をもって従前の特別会計の会計年度を

終了させる決算のことです。 

従前の決算では、当該年度の年度末（３月 31 日）に確定した債権債務について、未収・

未払いの整理を行う出納整理期間（２か月）が設けられていますが、打切決算の場合、適用

日前日の属する会計年度の出納を、適用日前日をもって閉鎖するため、年度末までに収入や

支払いが終わらなかったものは、決算に含まれていないため、他の年度より金額が小さくな

っています。 

液状化 

ゆるく堆積した砂地盤などが地震により激しく揺られると、液体のように一時的にやわ

らかくなる現象です。平成 23 年の東北地方太平洋沖地震においては、関東地方を中心とし

た広い範囲で液状化が発生し、道路や上下水道、電気、ガスなどのライフラインが寸断され

たほか、住宅の損壊など、各地に深刻な被害をもたらしました。 

汚水中継ポンプ場 

比較的平坦な土地では、下水道管きょは下流に向かうに従って深く埋設することになる

ため、大規模な工事となり、不経済になるばかりではなく、維持管理の上からも望ましくあ

りません。そこで、いったん汚水を地表近くまでくみ上げ、ふたたび浅い埋設位置から汚水

を流すようにするため下水道管きょの途中に設けるポンプ場のことです。 

 
【カ】 
 

改築 

下水道管きょ・マンホールなどの下水道施設の全部または一部の再建設あるいは取り替

えを行うことです。 

【ア】 

【カ】 

 用語の説明 
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起債 

地方公共団体が地方債を発行し、資金を調達することです。 

企業債 

地方公共団体が地方公営企業の建設、改良などに要する資金に充てるために起こす地方

債のことです。下水道の建設は、一般に短期間に集中的な投資を要し、また、その事業効果

が長期にわたることから、建設事業費の地方負担の財源については企業債を充当すること

により、世代間の負担の公平を図ることが適当とされています。 

企業債償還金 

企業債の発行後、各事業年度に支出する元金償還額やその利息支払額のことです。 

繰出基準・基準内繰入金・基準外繰入金 

一般会計が下水道会計に対して行う繰出金の基本的な考え方を繰出基準と呼んでいます。

具体的な基準は総務省から毎年度示されます。この繰出基準に沿って下水道会計に繰り入

れされる一般会計繰出金を「基準内繰入金」、基準内繰入を超える一般会計繰出金を「基準

外繰入金」と呼びます。 

経費回収率 

汚水処理に要した費用に対する下水道使用料による回収率です。この値が高いほど健全

経営で、望ましいとされています。 

下水道管きょ台帳 

下水道法で、その作成と保管が義務付けられた管きょ施設、ポンプ場施設の位置、構造、

仕様、設置時期などを記載した台帳です。 

下水道法 

流域別下水道整備総合計画の策定に関する事項ならびに公共下水道、流域下水道及び都

市下水路の設置、その他の管理の基準などを定めて、下水道の整備を図り、もって都市の健

全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、あわせて公共用水域の水質の保全に資することを

目的とする法律です。 

減価償却費 

固定資産について、時間の経過により資産の価値が減ることを減価償却といい、減価償却

の対象となる資産の取得に要した金額を、耐用年数により毎事業年度の事業費として配分

する計算上の費用のことを、減価償却費といいます。 

建設負担金 

当該自治体で発生した下水を他の自治体で処理などを行う場合に、その施設の建設に要

する費用の一部を負担するものです。 

公営企業会計 

地方公営企業法を適用した公営企業において、発生主義に基づく複式簿記などの企業会

計を採用し、原則として、独立採算、自立経営を行うものです。 

本市下水道事業でも、平成 31 年４月に地方公営企業法を適用したことに伴い、公営企業

会計を採用しています。 
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公共用水域 

水質汚濁防止法では、河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に供される水域及び

これに接続する公共溝きょ、かんがい用水路その他の公共の用に供される水路と規定され

ています。 

更新 

改築のうち、対象とする下水道施設の全部の再建設あるいは取り替えを行うことです。 

更生工法 

破損などによって機能が損なわれた下水道管きょの内側に、新たな管を構築し、下水道管

きょの流下機能を回復させる工法です。 

公費 

下水道事業では、雨水に関連する施設の維持管理費、起債償還費など（雨水処理費）につ

いては、税金などにより自治体が負担するとされています。また、汚水に関する維持管理費

や起債償還費などのうち一部の経費については、下水道の役割に公的な便益も認められる

ことから、雨水処理費と同様に、税金などにより自治体が負担するとされています。 

 
【サ】 
 

事業計画 

下水道事業の整備にあたっては、全体計画に基づき優先度の高い地区、整備の進捗状況及

び行財政状況などを勘案し、概ね５年から７年以内に整備可能な区域について事業計画を

定め、下水道法に基づく手続きを経て、都知事の認可を受け実施することとなります。また、

事業計画の認可区域は、事業の進捗に応じ順次拡大していきます。 

自然流下 

自然流下方式とは、下水道管きょに勾配を付けて、下水を自然に下流へ流す方式です。 

資本勘定所属職員数 

主に建設改良に従事する職員の数のことです。 

資本的収入 

資本的支出に充てる国庫補助金や企業債など財源のことです。 

資本的支出 

将来の営業活動に備えて行う下水道施設の建設改良費や企業債の元金償還費などの費用

のことです。 

修繕 

施設の機能が維持されるよう部分的に補強、取り替えなどにより修復することです。 

受益者負担金 

都市計画法に基づき、下水道の整備により利益を受ける方が、土地の資産価値の増加に照

らして、建設費の一部を負担する制度です。 

収益的収入 

当該年度の営業活動に伴い発生する収益であり、サービス提供の対価としての下水道使

用料収入などが主体です。 

【サ】 
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収益的支出 

当該年度の経営活動に伴い発生する費用のことであり、サービス提供に要する人件費、支

払利息のほか、減価償却費のように現金支出を伴わない費用も含みます。 

処理区域 

下水道により汚水の処理が可能な区域のことです。 

水質環境基準（値） 

水質環境保全行政の目標としての基準であり、環境基本法（平成５年法律第 91 号）第 16

条の規定に基づき設定しています。水質環境基準は、“人の健康を保護する上で維持される

ことが望ましい基準”として設定されている「人の健康の保護に関する基準（健康項目）」

と、“生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準”として設定されている「生

活環境の保全に関する基準（生活環境項目）」の２つに大分されます。 

水洗化率 

下水道の整備状況を表す指標の一つで、下水道整備済み区域内で実際に下水道へ接続し

ている人口の割合です。 

ストックマネジメント計画 

下水道事業の役割を踏まえ、持続可能な下水道事業の実施を図るため、明確な目標を定め、

膨大な施設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な施設の状態を予測しながら、下水道施

設を計画的かつ効率的に管理するための計画です。 

全体計画 

下水道で整備する区域についての諸元（計画エリア、幹線管路の位置など）を計画するこ

とをいいます。下水道事業を行うにあたっては、この全体計画を最初に策定し、事業認可を

受け、実施設計を行い、工事に着手するといった流れとなります。 

総合治水対策 

都市化の進展で治水安全度の低下が著しく、また従来から浸水被害が既成市街地を占め

る河川では、都市の進展と成熟状況に応じた治水安全度を確保する必要があることから、河

川管理者による治水施設整備のほか、流域の自治体や住民に対して、適正な保水・遊水機能

の維持・確保が図られるような土地利用や施設整備の誘導を行う施策のことです。 

ソフト対策 

浸水時や地震時における被害の最小化に向けて住民を支援する対策です。被害予想地域

と避難所などを示したハザードマップの公開やリアルタイムでの降雨情報提供などがあり

ます。 

損益勘定所属職員数 

主に維持管理や庶務などに従事する職員の数のことです。 
 
【タ】 
 

耐震化 

下水道管きょのネットワーク化や更生工法などによる下水道管きょ対策、浮上防止、継手

部の可とう化などのマンホール対策などで耐震性能を上げることです。  

【タ】 
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耐震診断 

下水道の既存施設を対象として、現状の老朽度を考慮しながら耐震性能の保有程度を照

査します。 

耐用年数 

固定資産がその本来の用途に使用できると思われる推定年数をいいます。一般的に、下水

道管きょは 50 年とされています。 

治水安全度 

治水計画を策定する上で、将来的に被害が発生しないように整備するための目標とすべ

き安全度であり、流域の規模、人口や資産などから、１/200 年確率、１/150 年確率、１/100

年確率などに設定するもので、計画規模とも言います。基本的に降雨量の年超過確率(各年

の水位・流量・降水量の最大値を統計的に処理し、ある値を越える確率のこと)で評価する

こととし、その設定にあたっては河川の重要度、既往洪水による被害の実態、経済性、上下

流のバランスなどを総合的に考慮して定めます。 

地方公営企業法 

公営企業にかかる組織、財務、職員の身分取扱いなどに関し、地方自治法などの規定の特

例を定めたものであり、西東京市下水道事業は、平成 31 年４月に地方公営企業法（財務規

程などのみを対象）を適用しています。 

総務省は、アセットマネジメントの推進、事業の透明性の向上を図る観点から、公営企業

会計の導入を促進しており、人口３万人以上の地方公共団体においては、平成 31 年度（令

和元年度）までに公営企業会計を導入するよう、地方自治体に要請していました。 

長期前受金 

減価償却資産の取得に伴い交付される国庫補助金、一般会計繰入金などを計上するもの

です。対象となる資産の減価償却に合わせて、各事業年度の収入に長期前受金戻入が計上さ

れます。 

ＤＩＤ（Densely Inhabited District）地区（人口集中地区） 

日本の国勢調査において設定される統計上の地区を指します。市町村の区域内で人口密

度が 4,000 人/㎢以上の基本単位区が互いに隣接して人口が 5,000 人以上となる地区に設定

されます。 

東京都豪雨対策基本方針 

東京都では、平成 17 年９月、杉並区・中野区を中心とした１時間 100 ミリメートルを超

える豪雨を受け、平成 19 年８月に「東京都豪雨対策基本方針」を策定しました。しかし、

平成 20 年８月には町田市を中心に約 300 棟、平成 22 年７月には板橋区や北区を中心に約

800 棟が浸水被害を受け、平成 25 年７月には世田谷区や目黒区を中心に約 500 棟が浸水す

るなど、これまでの計画降雨（１時間 50 ミリメートル降雨）を超える豪雨により、依然と

して浸水被害が発生したことにより、平成 26 年６月に「東京都豪雨対策基本方針」を改定

しました。 
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東京都総合治水対策協議会 

河川の整備などを行う広域的自治体である東京都と、貯留浸透施設の設置指導などを行

う基礎的自治体である区市町村が連携して、広域的に総合的な治水対策を円滑に進めるた

めに、平成５年度に東京都と全区市町村で構成されました。 

都市計画道路 

都市の健全な発展と機能的な都市活動を確保するため、都市計画法で定められた道路で

す。この都市計画道路を定めることで広い道路ができ、人と車の流れを円滑にし、産業活動

を活発にします。また、この道路により『街区』が形成されるため、災害に強い秩序ある街

づくりが図られ都市の健全な発展に寄与します。 

 
【ハ】 
 

ハード対策 

浸水時や地震時における被害の最小化に向けて施設を整備する対策です。下水道管きょ、

ポンプ施設、貯留浸透施設などの整備があります。 

排水区 

下水道により雨水を排除することができる区域のことです。 

排水設備 

台所やトイレからの汚水を公共下水道に流出させるための施設で、土地、建物などの所有

者及び管理者が設置・管理するものです。 

ハザードマップ 

ハザードマップには内水ハザードマップと洪水ハザードマップとがあります。 

内水ハザードマップは、地域の既往最大級の降雨や他地域での大規模な降雨などの下水

道の雨水排水能力を上回る降雨が生じた際に、下水道及びその他排水施設の能力不足や河

川の水位上昇に伴い当該雨水を排水できない場合に、浸水の発生が想定される区域などの

浸水に関する情報や、避難場所、洪水予報・避難情報の伝達方法などの避難に関する情報を

記載したものです。 

一方、洪水ハザードマップは、人命及び経済活動などに甚大な影響を及ぼす河川氾濫、主

に破堤、いっ水で発生した氾濫による浸水発生時の円滑な避難行動や平常時からの防災意

識の向上に活用されるものであり、本市においては既に作成済みです。 

被害率 

地震の被害想定で、下水道管きょの被害延長が下水道管きょ総延長に占める割合です。 

ＢＯＤ 

生物化学的酸素要求量のことで、生物が水中にある有機物を分解するのに必要とする酸

素の量（mg/l）で表します。河川の汚染度が進むと、この値は高くなり、溶存酸素（水中に

溶解している酸素ガスのことです。河川の自浄作用や魚類をはじめとする水生生物の生活

には不可欠）が欠乏しやすいことを意味します。 

  

【ハ】 
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（ＢＯＤ値のめやす） 

ＢＯＤ10mg/l 以上では、河川中の酸素が消費され、悪臭の発生など嫌気性分解に伴う障

害が現れ始めます。 

５mg/l 以下：コイやフナが棲めます。 

３mg/l 以下：アユが棲めます。 

ＰＤＣＡサイクル 

従来は予算（P:Plan）→執行（D:Do）で終わり、行政サービスを実施した結果の検証（C:Check）

に欠けがちであった行政サービスに評価（Action）を導入し、ＰＤＣＡ（Plan 計画→Do 実

施→Check 評価→Action 見直し）という経営のマネジメント・サイクルを確立することによ

り、計画（Plan）の有効性と、実施（Do）の効率性の向上を図ることを目的としています。 

分流式 

汚水と雨水を別々の系統で排除する方式です。 

 
【マ】 
 

水再生センター 

東京都では、平成 16 年４月に従来の「下水処理場」から「水再生センター」に改称され

ました。西東京市の汚水は、清瀬水再生センターに送られ処理が行われています。 

清瀬水再生センター 

所在地：清瀬市下宿 3-1375 

運転開始：昭和 56 年 11 月 

 
【ヤ】 
 

有収水量 

下水道で処理した汚水のうち、使用料収入の対象となる汚水量です。 

予防保全型維持管理 

計画的に下水道施設の状況を的確に調査点検し、清掃や修繕などの優先順位を定めて、事

故の防止と延命化を目指す維持管理方法のことです。 
 
【ラ】 
 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ） 

ある施設における初期建設費用と、その後の維持管理更新費用などを含めた生涯費用の

総計です。 

ライフライン 

元は命綱の意味で、エネルギー施設、上下水道施設、交通施設、情報施設などの社会資本

全般を表します。 

  

【マ】 

【ヤ】 

【ラ】 
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流域関連公共下水道 

市町村単独の処理場を持たないで、いくつかの市町村の汚水を一か所に集めて処理する

流域下水道の処理場で処理する方法をとるものです。 

本市の場合は、清瀬水再生センターで処理されています。 

流域下水道 

２以上の市町村からの下水を受け処理する下水道で、終末処理場と幹線管きょからなり

ます。 
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西東京市下水道プラン（案） 

～未来へつなぐ、安全な暮らしと快適な水環境を創生する下水道～ 

 

 

 

西東京市都市基盤部下水道課 

〒202-8555 （保谷東分庁舎） 

東京都西東京市中町１－６－８ 

ＴＥＬ  042-464-1311（代） 

ＦＡＸ  042-438-2022（都市基盤部）  

ＨＰ    http:// www.city.nishitokyo.lg.jp/    



 

 

西東京市 都市基盤部 下水道課 


